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　皆さん，こんにちは。ご入学おめでとうござい
ます。私は，早稲田大学政治経済学術院の土屋礼
子と申します。政治学研究科を代表して，今日は
話をさせていただきますが，私の専門は，メディ
ア史。案内の文章には，歴史社会学とか長々とあ
りましたが，つまり，メディア史という研究領域
が，まだ新しくてあまり馴染みがないので，いろ
んな説明を付け加えていると言った方がいいと思
います。では，私の研究しているメディア史研究
とは一体何なのか，20 分弱ですけれども，簡単
に話をしたいと思います。
　メディア史研究は，簡単に言うと，メディアの
歴史を研究します。歴史的研究という意味では，
歴史研究の一部でもありますが，それがなぜ政治
学科で研究されているのかを含めて話をしたいと
思います。
　メディア史研究という言葉自体は新しい研究領
域なので，ここ 30 年ぐらいになって認められた
新しい研究領域と言っていいだろうと思います。
皆さんは，まずは大学に入ると，色々な領域の学
問を学ばれると思いますが，これらの，何々学と
か何々研究というのは，それぞれ歴史があります。
例えば政治学，これはなんと人文学の中で最も古
い，ギリシャ，ローマの昔からある研究領域です。
経済学も割と古いです。オイコノミクス，家計学
と訳されたりしますが，凄く古いです。メディア
史研究は，それに較べてとても新しい領域です。
そしてそれは，常に新しいメディアの登場と一緒
に発展してきたと言うことができます。
　メディア研究という言葉の一部門としてメディ
ア史研究があるわけですが，これは，1990 年代
以降，日本で，あるいは世界的にも，メディアヒ
ストリー（Media History）という言葉で用いら

れるようになったのです。つまりここ 30 年ぐら
いの新しい話です。それはご存じのように，パソ
コンやインターネットを始めとする新しいメディ
アを皆さんがお使いになり普及するようになって
から，それまでの新聞やテレビなど既存のメディ
アというものだけでは間に合わないという事で，
このメディア史研究という言葉が広まりました。
　では，その前は何だったかというと，マスコミ
ュニケーション研究が，その土台，前身になって
います。このマスコミュニケーション研究は，ア
メリカを中心として発展してきた研究領域で，テ
レビの登場と共に生まれました。テレビの開発は，
1930 年代から始まり，もう 1940 年代にはアメリ
カを始めとする欧米諸国で日用化されました。日
本では戦後 1950 年代にテレビが導入され，1960
年代以降アメリカから輸入される形で，マスコミ
ュニケーション研究が広まります。そして，大学
にもマスコミュニケーション研究の関係講座がで
き，それを基にして，現代のメディア研究はある
と言ってもいいです。
　しかし，このマスコミュニケーション研究は，
突然降ったように湧いて出てきた訳ではなく，こ
れ以前にジャーナリズム研究という流れがありま
した。このジャーナリズム研究は，1930 年代頃
に言われるようになりました。それは，それまで
の新聞や印刷メディアが中心の時代から，ラジオ，
電波放送あるいは音の出るトーキー映画が始まる
ことによって新しいメディアの時代が到来したこ
とから，それらのメディアの働きをニュースとい
う意味を含めて，ジャーナリズムと呼び，研究対
象を広範にするべきだとして始まりました。
　このジャーナリズム研究も，その前には新聞学，
つまり新聞の研究がありました。ご存じかと思い

メディア史研究とは何か

土 屋 礼 子＊

────────────────────────────────────────────────────────────
＊　早稲田大学政治経済学術院教授

•••••••••••••••••••••••••••••••••＜特　集＞
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ますが，現在いろんな組織的に作られているメデ
ィアの中で，一番古いメディアは新聞です。新聞
は，19 世紀から 20 世紀にかけて技術革新により，
飛躍的に発展しました。そしてそれを学問対象と
して，アメリカのミズーリ大学が，ジャーナリズ
ムコースという形で，一番最初にジャーナリズム
研究を始めました。
　日本では，それを新聞学と訳していました。こ
の新聞学は，日本の場合，新聞社が自分たちの歴
史，新聞社の歴史を記述する社史，いわゆる朝日
新聞社史とか読売新聞社史とか，そういう社史を
書くところから，実は始まりました。
　これまでの話で，新聞やインターネット，テレ
ビなど色々なメディアを取り挙げて並べましたが，
ところでメディアとは何でしょうか。皆さんも，
辞書的にはご存じだと思います。media，これは
複数形。単数形は？　medium ですね。これは，
ギリシャ語に由来する不規則変化形の単語の一つ
です。もともとは「媒体」，何かと何かの間を仲
立ちするという意味だったのです。しかし，ギリ
シャ，ローマの時代には，新聞もテレビもインタ
ーネットもありませんでした。その時のメディア
とは，何を指していたのでしょうか。
　答えは，巫女さんです。巫女さんは，神様と人
間の仲立ちをします。神様は，普通言葉をしゃべ
りません。また普通，人間は神様の実体が見えま
せん。そのため，神様のメッセージを受け取り，
神様の代わりにそのメッセージをしゃべる人間が
必要でした。それが巫女さんです。生身の人間だ
けど，神様の言葉を代わりにしゃべってくれ，そ
の神聖な言葉を普通の人間が受け取る。つまり，
その巫女自体さんがメディアであった訳です。
　これが，メディアという言葉の古い語源です。
だから，普通の人間にメッセージを伝える仲立ち
をしてくれる役割をする実体が，メディアになり
ます。では，メディアの働きは何でしょうか。私
は三点あると思います。
　一番目。「意思を疎通する」。誰かと誰かの間を
電話のように，仲立ちをしてメッセージをやりと
りします。これがまず，メディアの第一の働きで
す。
　二番目。「知の共有」。色々な情報や知識を得た
場合，それを意思疎通するだけではなく，より多
い人達の間で伝達，あるいは集団的に共有しよう

とします。共有の仲立ちすることが，メディアの
第二の働きです。
　三番目。ここは実は人によって定義が若干違う
ところですが，私は「記録をする」ことが，メデ
ィアの第三の働きとして重要だと思います。何か
を発言したり，何かのメッセージを仲立ちしたり，
それを共有するだけではなく，記録すれば，違う
時代或いは時間差を経ても，そこでもう一回再生
できメッセージを読み取れます。これが実はメデ
ィアにとって重要な部分だと思います。最近は電
話もメディアと呼ぶようになりましたが，かつて
はマスコミュニケーション研究の中に，電話は入
っていませんでした。つまり，そういう記録とい
う部分で，充分なメディアではないと考えられて
いました。
　そうすると，何がメディアとしての働きを満た
していたのでしょうか。それは，いつから始まっ
たのか。このようにメディアの起源を問うことが，
メディア史研究の一つの問いになります。基本的
に人から技術へ，メディアは移動して来たと考え
られます。つまり古代では，巫女さんや稗田阿礼

（ひえだのあれ）のように『古事記』を暗記して
いた人々がそれを担っていました。その人々は，
今みたいに録音装置は全くなかったので，自分た
ちが録音装置として，全部覚え，それで再生して
いました。だから，彼ら自身が，つまり人間自身
がメディアで，特殊な人で特殊な才能の持ち主だ
ったわけです。
　その次に重要なメディアは，文字です。皆さん
は，文字の読み書きができます。けれど，古代か
ら中世に至るまで，文字は特定の職業の人だけの
ものでした。普通の人は読み書きができませんで
した。ヨーロッパの場合，王様でさえサインが何
とかできるぐらいでした。読み書きは，神官やお
寺のお坊さんなど専門職の人が扱う特別な技術で
した。文字を学び覚えることは，大変時間を必要
とします。皆さんも，学校で何年間も勉強して初
めて，読み書きができるようになりました。とこ
ろが，多くの人がそれを出来るようになったのは，
近代になってからでした。
　メディア史研究の対象は，文字の初めからメデ
ィア史の起源を始める人がいますが，私は違うと
思っています。つまり，メディアの大衆化，文字
の大衆化が始まって初めて，メディア史の対象に
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なると思います。だから，それは中世以降，私が
考えるには 16 世紀以降が対象になると思います。
そして，現在は，文字の読み書きだけではなく，
印刷技術，さらにインターネットに至るデジタル
化，全ての技術が，メディアの物質的なテクノロ
ジーにつながっています。
　では，こういったメディアを介した活動を，
我々はどう分析して考えていくべきなのでしょう
か。マスコミュニケーション研究の中で，コミュ
ニケーション活動分析の枠組みを提唱した人がい
ます。ハロルド・ラスウェルというアメリカの研
究者で，1940 年代から研究をした人です。彼の
提唱した枠組みは，非常に簡単かつ有効，有用で
す。
　まずコミュニケーション活動分析として，誰が
そのコミュニケーション活動を行うのか，作るの
かという部分があります。この部分の分析を，「コ
ントロール分析」と言っています。例えば，新聞
がメディアとして出来ていく時に，新聞社だった
り記者だったり，このメディアの作り手がいるわ
けです。誰がどうやって作っているのか。その記
者がどういうふうに書いたのか。あるいは，それ
は編集者がどういうふうに議論をして判断したの
か。あるいは……，というような，作り手と送り
手の両方に焦点を当てる分析を，情報の発信を統
制できる元を分析するという意味でコントロール
分析といいます。
　次は，「内容分析」です。これは，その中に何
が書いてあるのか。メディアの中に，どのような
メッセージが入っているのか。テレビドラマで伝
えているものは何か。今日あなた方がウクライナ
のニュースで見たものは何だったのか。その中身，
つまりコンテンツそのものを分析するのが内容分
析です。
　更に，どのようなメディアによってコミュニケ
ーションが行われているのか，という通路を対象
とした分析があります。これが，実は狭い意味で
の「メディア分析」で，例えば同じ内容であって
も，違うメディアで展開されることがますます多
くなっている場合を考えるとわかり易いです。例
えば，大ヒットした『鬼滅の刃（やいば）』を考
えてみましょう。最初は漫画，そして映画，アニ
メーション，それぞれ違うメディアで展開して，
それに伴って受け手，つまり見る人，買う人，享

受する人も，またその享受の仕方も違ってきます。
　さらにこの受け手，つまり誰に対してそのメデ
ィアがメッセージを発しているのか，という点が
あります。この部分を問うのが，「受け手分析」
といわれています。これには，例えば，観客動員
数や視聴率など，量的な分析をする研究が全部入
っています。
　最後に登場する分析は，「効果分析」です。こ
の分析は，メディアがどのような影響を与え得る
のか，あるいは与えたのかという点に注視した分
析で，重要かつ大事ですが，実はメディア研究で
ここが一番難しいと言われています。
　そして，メディア史研究からすると，このそれ
ぞれの過程の時制，つまり「時」は，必ずしも一
致していません。つまり，送り手が作った時，そ
れが何月何日何曜日の何時何分か，内容はどんな
設定か，メディアに乗った時間はいつか……。再
放送や再上映があったりすると，ここは時制が変
わることになります。それによって，受け手がい
つ見たか聞いたかが，ずれて来ます。それによっ
て，効果もずれて来ます。だから，この時制が必
ずしも一致しないので，まずメディア史研究は，
どの側面に注目するかによって，どこの時を切り
取るかという区別が重要です。
　さて，そうした上で，一体メディア史研究は何
を問うのでしょうか。こまごまと色々なメディア
について，事実を書き連ねることも歴史研究とし
ては重要ですが，まず皆さんがメディアについて
問題にする問いは，それは正確か，正確に真実を
伝えているのか，ということでしょう。今日のニ
ュースでは，ウクライナに攻撃してきたロシア軍
が引き揚げたと言っているけれども本当なのか。
それを証明する情報は何だろうか。つまり，どれ
だけ真実に迫って，それを伝達しているかという
ことです。それは，現実や現状をどうやって把握
し正しい判断をするかという問題につながり，啓
蒙（けいもう），つまり多くの人々が情報や知識
を学び把握することの基礎，さらにジャーナリズ
ム，そして民主主義の基礎でもあります。
　もう一つの問いは，相手の心を動かす力として
の影響力です。メディアは，どんな影響力を持つ
のか，あるいは持つべきか。それは一方で，娯楽，
あるいは消費者心理，お客さんを多く引きつける
かどうか，それによって流行が起きるかどうかと
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いった広告研究に繋がる側面です。そして，もう
一方は，世論。メディアが流す情報によってどん
な世論が形成されるのか。それに伴うプロパガン
ダ，さらには心理戦につながる側面があるわけで
す。
　この二つの問いに対し，問題設定として，三つ
重要なポイントがあります。まず，最初のポイン
トが検閲です。日本の憲法では，「検閲は，これ
をしてはならない」という，皆さんも「表現の自
由」に関する学びで聞いたことがあると思います。
この検閲の定義は色々ありますが，日本には戦争
に負ける 1945 年まで言論法があり，言論の自由
が規制されていました。それに対する反省として，
現在の憲法がありますが，実際に検閲は行われて
いなくても，自分たちは「言論の自由」の状態だ
ろうかと，多分皆さんが疑問を抱いているのでは
ないかと私は思っています。実際に，職務規定と
しての規制や，倫理規定，自主規制など検閲に至
る前段階のような規制がいろいろな形で，最近特
に出来ています。
　そこで私は，次のように検閲に至る過程を五段
階に分けて考えることが可能ではないかと思って
います。つまり，「完全なる言論の自由」から「国
家による厳しい検閲」までの間に，実はグレーゾ
ーンが三段階程度あると考えています。民主主義
国家として成り立っていくためには，そのグレー
ゾーンを実際には揺れ動く形で広げたり狭めたり
しているのではないかと捉えています。
　私の研究はそういう検閲を巡って，そしてメデ
ィアの大衆化を巡って，本を出してきました。
　さて，駆け足になりますが，二番目のポイント
は，どんな影響力があったかという意味で，もう
一つの問いはプロパガンダ，つまり宣伝です。こ
れは，定義的に「特定の思想による政治宣伝」と
呼ばれ，今では完全に否定的な意味で，「あれは
プロパガンダだ」と言うと，大体「これは信じち
ゃいけない」という意味に取られています。では，
プロパガンダは，本当に否定すべき悪でしょうか。
ナチスドイツから始まって毛沢東まで，権力者で
政権を奪取した人で，プロパガンダをしなかった
人はいないでしょう。
　ある研究者は，現代社会においてはプロパガン
ダは必要だと述べています。この研究者は，エド
ワード・バーネイズといって，研究者というより

実は実務的な人でしたが，『プロパガンダ』とい
う有名な本を書きました。この日本語翻訳版は何
版も刷り増しされていますが，彼はもともと企業
のためのコンサルタントで，プロパガンダを，「大
衆と，大企業や政治思想や社会グループとの関係
に影響を及ぼす出来事を作り出すために行われる，
首尾一貫した，継続的な活動」と定義をしました。
初版発行は 1928 年，つまり第二次世界大戦より
前です。
　彼は，プロパガンダの目的を，世論を味方にす
ることと述べています。彼は，プロパガンダとい
うマイナスの言葉を避けるために，新しい言葉を
作りました。「パブリック・リレーションズ」，単
語の頭文字から PR。PR というと，皆さんは，
宣伝や広告という意味でご存じだと思いますが，
もともとは，パブリック，公共的な関係，つまり

「一般的な大衆と企業や役所などの組織が，良い
関係を結ぶためにはどうしたらいいか」が，実は
PR という言葉の指すところになります。この言
葉は，日本へ 1945 年の敗戦後に入りました。
　さて，プロパガンダに関してもう一人の論者を
紹介しましょう。「現代のプロパガンダは，心理
学と社会学に基づく科学的なものである」。これは，
ジャック・エリュールというフランスの思想家が，
冷戦時代に発表した『Propaganda』という研究
書で述べていますが，日本語訳はありません。こ
の中で，「プロパガンダの研究というのは，技術
社会の文脈でなされなければならない。プロパガ
ンダは，国家および政府，行政の技術の増大する
力の中心に位置するものとして考えなければなら
ない」と述べています。だから，政治，行政が肥
大すればするほど，実はプロパガンダは重要とい
う主張です。その理由として，彼は世論の合意を
人工的につくり出す必要があるからだとしていま
す。
　考えてみれば，何万人という人々の合意をつく
り出す，これは大変なことです。議会制民主主義
と言いますが，そこで議論して合意して，多数決
で合意形成に至る，それだけで済まないのです。
そこに至るために，人工的にプロパガンダという
手段を用いて合意をつくり出す。これが民主主義
にとって必要なのだと言っています。だから，そ
れは色々な言葉で，宣伝，広告，広報，広聴，公
報，ロビーイング，スピン，報道外交，文化外交，
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心理戦，ソフト・パワ－など言われていますが，
基本的にやっていることはそんなに大きくは変わ
らないです。
　さて，私の研究では戦時宣伝ビラというものを，
プロパガンダ研究の一環として 2003 年から始め
て，本を出しました。昨年，その宣伝ビラのデー
タベースを公開して，それを基にスタンフォード
大学フーバー研究所の企画で，今年 1 月に英語で
発表をしました。その内容はネットで見られます
ので，よければご覧ください。
　さて最後に，メディア史は何のために必要かと
いうことで，三点にまとめました。一番目は，残
された資料の理解・整理・保存のために。例えば，
瓦版というような，よく知られている江戸時代の
メディアがありますが，実はすごく整理が難しい
のです。出版年も判からなければ，作った人も判
らないので，あちらこちらの資料館に死蔵されて
います。研究が進めば，整理していろいろ展示す
ることも可能になってくるでしょう。
　そういう具体的な目的もあるのですが，大事な
点は二番目です。メディア史は，権力者の歴史で
はなくて，普通の人々の歴史です。つまり大体の
歴史は，天皇家の歴史だったり，王家の歴史だっ
たり，あるいは大統領の歴史だったりという，権

力者の歴史なのです。けれどメディア史は，普通
の人たちが何を楽しみ，何を思い，何を考え，何
に苦しんで，そして生きてきたかを，世代を超え
て記憶し語り継ぐ，そのために必要なのです。そ
れは当然，現在のメディアを読み解くために，そ
して未来のメディアの在り方を考えるために必要
だと私は思っています。それが三番目の理由です。
　最後に，簡単に自己紹介を付け足しておきます。
私は現在，現代政治経済研究所 20 世紀メディア
研究所の所長もやっておりまして，この『Intelli-
gence』という学術雑誌も出しています。この「イ
ンテリジェンス」についても，本当はこの場で話
したかったのですが，今日は時間がありませんの
で，割愛します。それから，ネットに私のインタ
ビューも載っていますので，関心のある方はご覧
ください。どうもご清聴ありがとうございました。

［新入生への推薦図書3点］
１．エドワード・バーネイズ著，中田安彦訳・解説，『プ

ロパガンダ［新版］』成甲書房，2010 年。
２．ハロルド・A・イニス著，久保秀幹訳，『メディア

の文明史』ちくま学芸文庫，2021 年。
３．M. マクルーハン著，栗本裕・河本仲聖共訳，『メデ

ィア論』みすず書房，1987 年。
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　先ほどの土屋先生のように，自分の紹介に関し
ては何の準備もしていなかったので，軽く自己紹
介しますと，早稲田大学の政治経済学部の経済系
の教諭，上條です。今日はよろしくお願いします。

「実験経済学への招待」ということですので，ち
ょっと皆さんに質問してみましょうか。皆さんの
ほとんどは政治経済学部の学生かと思いますが，
政治学科と経済学科と国際政経のどちらに属して
らっしゃいますか。ご自身が属するところで挙手
をお願いします。政治の方。経済の方。国際政経
の方。ありがとうございます。
　私自身が政経の経済出身だったので，勝手な経
済学科の学生のイメージがあって，そういう学生
はこういう場に来ないんじゃないかなと考えてし
まって，経済学科の人はすごい少ないんじゃない
だろうかと思っていました。なぜなら，経済学科
の人は利己的だから，こういう単位にもならない
ような場には来ないだろうと。だって，私もそう
だったので。でも，残念ながら全然違いましたね。
大変失礼しました。このように，最初に思い込ん
でいる仮説はあるかもしれないけれども，試しに
聞いてみると結構勉強になる。もうこれが実験で
すね。
　というわけなので，つかみです。それで，今日
伝えたいことは 3 つあります。
　まず 1 点目は，実は実験実験と言っているけれ
ども，もともと私自身はゲーム理論というのが好
きで，そちらを研究していました。なので，まず
は，経済学における理論とは何か，特に均衡概念
というものに関して話をしたい。なぜかというと，
今では結構，均衡概念というものは，経済だけじ
ゃなくて，政治でも国際政経でも，非常に重要な
キーワードになってきているというふうに思われ

るので，それに関して，皆さんにお伝えしていき
たい。
　2 点目は，実験経済学とは何なの？という話を
したい。
　3 点目は，冒頭の齋藤先生から「研究とは」み
たいな話がありまして，やっぱり研究って大事で
すよね。でも，僕が思う研究というものは，ちょ
っと皆さんが今想像しているものと違うかもしれ
ない。どう違うかというと，たぶん経済とか政治
における研究というと，それは，経済といったら
こういう経済現象であって，なんか自分とはあま
り関係ないような，お高いところのものを研究す
るんでしょ？というふうに思うかもしれないけれ
ども，僕は結構，そうじゃなくて，ものすごい身
近なものを研究する，それが経済学の面白みかな
と思っています。なので，そんな話ができたらい
いなと思っています。じゃあ，いきましょう。
　ではもう一度，簡単な実験をしましょう。ちょ
っとこちらよろしいでしょうか。ちょっと，ぱっ
と読んでください。どんな実験かというと，みん
なそれぞれ，1 から 100 までの数字を 1 個心の中
で選んでください。当然心の中の数字は分からな
いけれども，一応その数字が分かるとして，選ん
だ数字の平均値を計算します。平均値を計算した
ら，その平均値に 3 分の 2 を掛けた数をウイニン
グナンバーといって，これがキーワードになりま
す。仮想だけれども，ウイニングナンバーに最も
近い数字を選んだら，例えば 1 万円をあげましょ
うみたいな，こういう感じの実験を考えます（図
1 参照）。
　こういうふうに聞いてもあまりイメージがつか
めないかもしれないから，例を挙げると，例えば
3 人しかいなくて，20，40，90 だったらというと，

実験経済学への招待

上 條 良 夫＊

────────────────────────────────────────────────────────────
＊　早稲田大学政治経済学術院教授

•••••••••••••••••••••••••••••••••＜特　集＞
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この場合は，平均値は 50。50 の 3 分の 2 なので，
33 ぐらい。33 ぐらいに一番近いのは誰というと，
20，40，90 なので，40 が一番近いかなとなるので，
40 を選んだら勝ちというふうになります。
　さあ，これがルールです。皆さんに聞きたいの
は，じゃあ，こういうゲームを仮に実際やるとし
たら，みんなだったら何を選びますか。10 秒ぐ
らいあげますので，心の中で数字を 1 個決めてく
ださい。いいかな。本当の授業だったら，その数
字を集計して，実際何かあげます。でも，今日は
ごめん，できません。なので，その数字は皆さん
なりに覚えておいてください。後で，この実験を
実際にやった場合どういう感じになるかを説明し
ますので，それを見ながら，「あ，自分勝ったわ」

「いや，負けたわ」というふうに想像しましょう。
　今の話がつかみで，ここからがちょっと真面目
な話で，経済学の考え方の特徴に関して話しまし
ょう。経済現象とは，いろいろ言っているけれど
も，一つの定義の仕方は，多くの人の選択が相互
作用して，それが集積したものであると言えるで
しょう。例えば，日経平均の株価があるけれども，
あれは株を買いたいという人と売りたいという人，
みんなの選択が入り交じっていて，正直それがど
う入り交じっているかはよく分からないけれども，
その結果，株価は決まっているという感じです。

なので，みんなの選択が集まって出来上がる。こ
れが経済現象の特徴と言えます。
　こういうふうに，経済現象を少し広く捉えてあ
げると，実にいろんなものが経済現象であると分
かります。例えば，今皆さんはこの場にいるけれ
ども，皆さんは，たぶん大変な大学受験を突破し
てここにいると思います。その時は，おそらく，
どの大学を受験するんだろう，どの塾に行くんだ
ろう，というようなご自身の選択の結果と，皆さ
ん自身のおそらくライバルたちの選択の結果があ
って，それが全部交じり合って，今皆さんはこの
場にいるという結果が出来上がっているんです。
そう考えてあげると，そんな話だって経済現象と
して捉えることができると思います。
　さあ，問題なのは，これが経済現象であるとい
うふうに定義すると，学問としては，それを分析
する必要があるとなります。何が難しいかという
と，人は，相手の行動を読みます。相手の行動を
読みながら意思決定するという，そういうような
状況において，それを分析するってどうやったら
いいんだろうという話が出てきます。実は，そう
いう話を昔から研究していたのが，ゲーム理論と
いう分野です。なので，ゲーム理論という分野は，
現在の経済学において，非常に重要な地位に納ま
っていて，このことを，ゲーム理論による経済学

図 1.　仮想的な実験のルール説明
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への静かな革命なんて言ったりする場合もありま
す。
　では，ゲーム理論における理論というものはど
んなものだろうかという話をしましょうか。例え
ば，この部屋の真ん中に壁があって仕切られてい
るとしましょう。左側にすごく熱い空気がある。
もう空調がぶっ壊れて，むっちゃ熱い。右のほう
は，むしろ冷たいという状態に，初期状態でなっ
ているとします。ある時，壁にずばっと穴が開い
て，左と右の空気が混じり合いました。そうする
と何が起きるでしょう。
　当たり前だけれども，だんだん空気は融合して
いって，熱いほうは冷たくなって，冷たいほうは
熱くなると言うことができますよね。この変化し
ていくルールは，おそらく物理学でもあるんだろ
うけれども，この状態というものが動学的な状態
です。しかしながら，名前のとおり変化していく
のだから，この状態はまだ安定はしていない。つ
まり，非均衡状態だというふうに言います。
　では，十分に時間がたったら何が起きるんでし
ょうというと，もう分かりますよね。それは，2
つの空気が混じり合ってしまう。そうすると，も
うこれ以上変化はしない。これが，変化が止まっ
たという意味において，静学的な状態であって，
これが均衡というものです。こういう物理学的な
発想を，われわれが分析したい，みんなの意思決
定が集積するという状況にも適用しようというの
が，ゲーム理論の均衡の発想です。
　つまり，お互いに相手の行動を読み合う中で，
どういうふうに意思決定するんだろうかという話
は，最初のうちは，お互いに相手のことを読むと
いうのはうまくいかないかもしれない。でも，何
らかの方法で，よく考えたり，経験をしたり，他
の人の状況を観察したりということをやっていく
うちに，だんだん，相手がどうくるかが分かって
くるようになる。それがお互いできるようになっ
てくる。そうなると，お互いに，相手の状況に対
してうまく反応できるようになっていく。そうい
うような安定状態が達成されます。それが，ここ
で言うナッシュ均衡というような概念になって，
これが経済学，ゲーム理論で，最も重要な均衡概
念となります。
　ちょっと練習がてらに考えてみましょう，実は
先ほどの数字を選ぶというような，何だか分から

ない実験でしたが，実はあれにも理論があるんで
す。なので，その理論のお話をしましょう。ここ
で考えるべきは，いきなり均衡はこうだというよ
りも，どういうふうに人は考えていって，思考を
修正していくんだろうというふうに見ると分かり
やすいです。なので，一つのあり得そうな思考法
として，レベル K 思考法というものを教えまし
ょう。
　まず，あのゲームを繰り返していくことを想像
します。最初は，みんなが深く考えていないので，
1 から 100 までの数字を適当に選ぶ。そうすると，
みんなの数字は，大体 1 から 100 がばらばらなの
で，平均値を計算すると 50 ぐらいかなというふ
うになりますね。いいでしょうか。そうすると，
平均値は 50。大事な点は，この平均値の 50 に対
して 3 分の 2 をした値がウイニングナンバーなの
で，ウイニングナンバーは 33 ぐらいになる，と
いう点です。これが一回目の結果となります。
　じゃあ，2 回目。頭の中で「そうか，33 ぐらい
か」と思うと，何が起きるんだというと，今度は，
みんなが 33 を選択するようになる。そうすると，
平均値が 33 であると。でも，面白いのは，みん
なが 33 と言って，平均値が 33 だと，このウイニ
ングナンバーはまた 3 分の 2 なので，22 ぐらい
になりますね。皆さんは察しがいいから，もう分
かったでしょう。という感じで，同じようなプロ
セスをずっと繰り返すと，なんか数字がだんだん
小さくなっていくんじゃない，ということが想像
できると思います。
　実際，このようなステップを，たぶん 7 回か 8
回ぐらいまでやっていくと，最終的に，全員が 1
を選んでいるという状態に達します。面白いのは，
全員が 1 を選んでいるという状態に達して，その
ことに確信が持てるならば，もう皆さんは，それ
以上数字を変えようがないんです。だって，みん
なが 1 だったら，平均値が 1 で，平均値が 1 だっ
たら，ウイニングナンバーは 3 分の 2 で，ルール
からもうこれ以上近づけられない。よって，この
状態で安定しますね。これが，ナッシュ均衡とい
う概念です。先ほど説明したレベル K 思考法と
いうものは，あくまでも，このナッシュ均衡に至
るような，あり得そうな思考法の一例であって，
別にあのような思考方法でなくても，さまざまな
プロセスを考えると，ナッシュ均衡に到達すると
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いうことが理論的には示せます。
　これが理論です。じゃあ，理論は分かったけれ
ども，実際に実験をしてみるとどうなるんだろう
という話がここからです。本当だったら，皆さん
の選択を全部何とか集計して，お見せするのが筋
なんだろうけれども，時間の関係でできません。
なので，昨年度の大学生の選択でお見せします

（図 2 参照）。そうしますと，左から 1，2，3 とあ
って，1 を見ましょうか。1 というのは，3 回や
っている中の 1 回目です。これを見ると，実に数
字はばらけているなというふうに気付きますね。
しかしながら，数字が所々にピークが何カ所かあ
って，1 個目のピークはこの辺ですね。50。2 個
目のピークはこの辺です。33。次のピークはこの
辺で，22。今僕が何げなく言っている数字は，先
ほどのレベル K 思考法で出てきた 50，33，22 と
なっているんです。
　なので，先ほどの，一種，雑につくったような
理論かもしれないけれども，それでも，皆さんの
行動をある程度説明するのに有効そうになってい
るということが分かります。
　ただ，同時に分かることは，ナッシュ均衡の 1
には，どう考えても達していないようだ，という
のも分かります。じゃあ，それはどういうふうに
見るんでしょうと。大事な点は，ナッシュ均衡は

あくまでも収束し切った点であって，実験の 1 回
目からそんなに収束し切っているわけがない。だ
から，大事なことは，繰り返していったら本当に
ナッシュ均衡にいくようなものが見えるんだろう
か，です。それで，繰り返しているのが，この 1，2，
3 で見ると，見て分かるかな，だんだん左のほう
にピークが移っていっている様子が分かるんじゃ
ないかなと思うけれども，いかがでしょう。実際，
平均値を計算すると，その状況は見て取れます。
　これは大学生の例で，たまたま機会があったの
で，高校生相手にもやりました。高校生相手にや
ってみても，大体同じ感じだなというふうになり
ます。これが，ナッシュ均衡の話と，レベル K
思考法というものを実験によって観察したという
ことになります。
　じゃあ，この実験結果を踏まえて理論をどうい
うふうに考えたらいいんだろうという話を，もう
一回，大事なので繰り返しましょう。そもそもナ
ッシュ均衡の全員が 1 というものは，非常に極端
であって，よくある，物理学でいうところの理想
状態におけるものです。実際のわれわれはいろん
な意味で理想状態にはいないから，ナッシュ均衡
1 というものが，理論的には大事かもしれないけ
れども，それが観測されることは，結構まれかも
しれないという話です。

図 2.　講義で実施した際の実験結果



早稻田政治經濟學雜誌No.398，2022 年 9 月，7-13

11

　なぜそれが起きないかというと，1 個の理由は，
そもそもわれわれの思考が十分には練れていない
から，収束し切った意思決定ができないという話
が半分。もう半分は，やっぱりいろんな理由で，
たぶん物理学で言うところの，摩擦があるんです。
例えば，よくあるのはこれです，目的が違ってい
る。さっきの例で言うと，別に，1 万円を獲得で
きるようにように選択していね，ということを想
定しているけれども，そうではない目的を持って
いる人が実際にはやっぱりいます。なので，そう
いう人の存在によって，理論と実験データはズレ
ます。
　あともう 1 個は，これはよくあるんだけれども，
結局，話を聞いていない人というのは絶対いるん
です。本当に面白くて，やっぱりどれだけ話して
も，僕の経験上，5％ぐらいの人はルールを理解
していません。なので，これをやるたびに，やっ
ぱりコミュニケーションは重要だなというような，
先ほどのパブリックオピニオンの話と関係すると
思います。あとは，単純なミスもあります。単純
に入力間違いとか，そういうのもありますので。
こういうことが，どれだけ頑張って統制しても，
やっぱり一定の確率で起きるので，そういう意味
で，なかなか理論どおりにはいかないなという話
です。
　そういうようなずれがあることは分かるけれど
も，とはいえ，さっきの実験結果は，確かに，こ
のナッシュ均衡へと至る途中にあるようには見え
ます。なので，そういう意味で，理論を見て，そ
の結果を見ながら実験結果を眺めるというのは大
事だなということは，納得できたんじゃないでし
ょうか。
　さて，それで，実験経済学はという話で，やっ
ぱり今の話から分かるとおり，まずは理論が存在
していて，その理論を実際の人間の行動から確認
してやろうというのが実験経済学の始まりです。
また，冒頭の齋藤先生にあった「データで語れ」
というように，このデータをどうつくるかという
部分が，実験の役割になっています。なかなか，
現実の世界ですと，先ほどのマスコミの話みたい
に，狙ったデータが取れないということはよくあ
るんです。そういう時に，実験だと，限界はある
かもしれないけれども，ある程度，統制の取れて
いる狙ったデータがつくれるので，そういうデー

タを使ってあげると，因果効果を上手に推定でき
るときがある。そういうように役割分担をされて
います。これは実験経済学の目的です。
　次。実験結果と理論というものは，必ず齟齬（そ
ご）が出ます。齟齬があるときは，何を思うかと
いうと，考えようによってはこれはチャンスなん
です。今の理論は駄目じゃないかと，なら，この
理論を直す余地があるだろうと思うと，それが新
しい研究の始まりなんです。実は，さっきのナッ
シュ均衡とレベル K 思考法の関係性に関して，
私は，レベル K 思考法をしていくと，それがナ
ッシュ均衡にいくんだという話をしていますけれ
ども，歴史的経緯を話すと逆です。先にナッシュ
均衡が知られていて，このゲームをやってみたら，

「あれ？　ナッシュ均衡にいかないぞ」となって
みて，いかないことを説明しようと思って生まれ
たのが，こちらのレベル K 思考法です。なので，
ナッシュ均衡に到達しない理由を説明するために，
レベル K 思考法は生まれました。
　このように，学問というものは，創造と破壊を
繰り返してきた，そういう作業なんです。実験は
まさにそういう役割を担っています。なんとなく
実験経済の重要性が伝わったらうれしいけれども，
実は，本学術院でも，こういう実験研究をやって
いる人というものが，私以外にも数名いまして，
たぶん比率でいうと，結構大きいんじゃないかな
と思います。ですので，ぜひ，皆さんも，こうい
う研究に協力してくれるとうれしいなと思ってい
ます。特に，実験というものは，常に，実験に参
加してくれる人がいて初めて成立するので，その
意味で，皆さんからの協力が不可欠です。
　参考資料としてお配りしているものがあると思
いますけれども，もしお手元にあったら，軽くで
いいので眺めてください。実験協力者として登録
してくれるという方は随時募集しております。す
ぐ QR コードを読み取れば，これをできますので。
おそらく，まあまあ割がいいアルバイトになって
いるだろうとも思いますので，研究に協力しなが
らお金ももらえるということで，もしご関心があ
ったら，ぜひ登録してください（図 3 参照）。
　本当に最後です。最後は，少し一般的な意味も
込めて，皆さんに 3 つほどメッセージを送りたい
と思います。私は，研究を通して理論を実験で確
かめることをしていますけれども，実は，それは
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研究に限らず，日常生活でも結構そうです。なの
で，私が皆さんに言いたいのは，何か，いろんな
選択肢で迷ったら，やっぱり実験的に確かめてみ
るというのを，少し癖づけてみるのはいかがでし
ょうか。そういうことを，ちょっと提案したいか
なと思います。
　2 点目は，実験する前に理論や仮説を持つこと
が大事だ，という点です。実験が大事という点を
ちょっと間違えて理解しちゃうと，じゃあ何でも
体験したらいいんですか，というふうになっちゃ
うかもしれない。でも，それは駄目なんです。こ
れは実は，実験経済学でも同じで，何でもじゃあ
実験したらいいんですかというと，それは駄目研
究になりがちです。なんでかというと，やっぱり
実験する前に，何らかの仮説を持っているのが大
事です。私がやった冒頭の何学部ですかというア
ンケートでも，一応私の心の中ではちょっとした
仮説があったんです。
　なので，仮説があって質問する，仮説があって
実験する。そういうことがないと，実験結果や観
察結果をいくら眺めても，「いろんなケースがあ
るね。ふうん」で終わっちゃいます。じゃなくて，
理論を持って見ていると，この結果から自分の考

えている考えや理論は肯定された，となると，そ
の理論は他の場面でも使えるかもしれない，とい
うような，あくまでも具体的なものから抽象的な
結論を引っ張ってきて，その抽象的な結論をまた
違う具体場面に応用する，というような広がりが
生まれます。なので，やはり理論は大事である，
というふうに言えるでしょう。
　3 点目は，これはちょっと時間がなかったから，
あまり伝わっていないかもしれないけれども，経
済学というものは，狭い意味での経済現象だけを
扱っているわけではないという話です。皆さんが
興味のあることをそのまま研究するとうまい研究
になりうる，という点はやっぱり強調したいと思
います。例えば，私が知っている経済学の研究の
中で，皆さんにとってよく分かるものの中に，サ
ッカーの PK の研究というのもあります。これは
何かというと，サッカーのキッカーとキーパーが，
どっちに跳ぶのか，蹴るのかという読み合いがあ
る。あの読み合いが，先ほどのゲーム理論的な均
衡にかなり酷似している，という研究結果がある
のですが，それをデータから実証するというもの
は決して簡単ではないんです（図 4 参照）。でも，
たぶんそれは，頑張ればある意味誰でもできる研

図 3.　研究協力者の募集
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究なんです。同じような話は，テニスのサーブで
もありました。
　他には，私が学部生と一緒に，オンラインカー
ドゲームのデッキの構成の研究というのをしたこ
とがありました。あまり伝わらないかもしれない
けれども，分かる人は聞いてください。デッキと
は自分が使用するカードの組み合わせのことで，
どういうデッキが強いかというものは，周りがど
ういうデッキを組んでいるかによって変わってく
るんです。あるデッキは，これに対しては特効だ
けれども他に対しては弱い，こういうことが起き
るわけです。なので，オンラインのランダムマッ
チングの対戦機能によって，そこで実現している
デッキ構成が，均衡からの予測に一致しているん
だろうか，ということを考えて研究したこともあ
ります。
　なので，こういう身近な話題も上手にやってあ
げて，ちゃんと経済学とかの学問的な見地を引っ

張ってくれば，非常に面白い研究になる可能性が
あるということがあります。ぜひ皆さん，大学生
活 4 年間の間で，ご自身のご関心に沿って面白い
研究をしてみてください。以上です。ご清聴あり
がとうございました。

［参考文献］
Palacios-Huerta, I. (2003). Professionals play minimax. 

The Review of Economic Studies, 70(2), 395-415.

［新入生への推薦図書3点］
亀田達也，モラルの起源：実験社会科学からの問い．岩

波新書，2017
リチャード・セイラー（翻訳 遠藤真美），行動経済学の

逆襲，早川書房，2016
ピーター・シンガー（翻訳 関美和），あなたが世界のた

めにできる たったひとつのこと〈効果的な利他主義〉
のすすめ，NHK 出版，2015

図 4.　PK戦のゲーム表現と選択比率。Palacios-Huerta（2003）より作成
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はじめに

　新入生の皆さん，入学おめでとうございます。
今日，私からは「ヒトを進化の視点から考える」
というお話をしたいと思います。
　政治学や経済学を学びたいという志をもって入
学してきた皆さんは，きっと人間に興味があるの
ではないでしょうか。「ヒトを進化の視点で考え
る」とは，人間について探求するアプローチの一
つであるという観点から聞いてもらえたらと思い
ます。
　私が皆さんと同じ年齢だったころに考えていた
ことの一つを紹介します。タイタニック号の沈没
の話は有名なので多くの方がご存じだと思います。
私は高校生のとき，タイタニック号の沈没をめぐ
るさまざまなエピソードを知り，船の沈没という
極限状態におかれた人間の行動について考え込ん
でしまいました。
　別にタイタニック号である必要はありません。
船が沈みかけていて，救命ボートに乗ることがで
きる人数が乗客数より少ないという状況を考えて
みてください。救命ボートの席を譲り，自らは沈
没する船に残る，他の人を出し抜いて自分が救命
ボートに乗ろうとするなど，人間の行動は様々で
す。
　人間はなぜそのように行動するのでしょうか。
他の人を出し抜いて救命ボートに乗ろうとすると
いった自分の命を最優先にする行動は，多くの場
合なぜ否定的に描かれるのでしょうか。救命ボー
トの席を譲る人が称賛されるのはなぜなのでしょ

うか。他の人から称賛されるふるまいをするとい
うことは，利己的ではないのでしょうか。利己的
とはいったい何なのでしょうか。
　人間の行動をめぐる疑問ですが，高校生だった
当時の私には，この問題をどう考えたらいいのか
わからず，どのような答えにも納得がいかず，こ
のような問題を扱う学問があるのかについてもわ
かりませんでした。
　その後の紆余曲折をへて，今日みなさんにお話
しする「ヒトを進化の視点から考える」というア
プローチにたどりつきました。
　皆さんもこれから学問をしていくことで，私と
同じような経験をすることがあると思います。皆
さんのもつ興味や疑問が学問の中でどのように位
置づけられるのかを知り，問いの立て方，解き方
を学び，その問いや答えが学問のなかでどのよう
な意味をもつのか考えることができるようになり，
そこからまた新たな問いを立てる，という，学ぶ
こと，考えることの面白さを，これからの学生生
活で堪能してください。
　人間の行動について探求する学問は，政治学，
経済学，哲学や倫理学等々，いろいろあります。
これからお話しする「ヒトを進化の視点で考え
る」というのは，人間の行動の探求のアプローチ
の一つです。

ヒトを進化の視点から考えるとは

　ヒトを進化の視点から考える，というのはどう
いうことでしょうか。出発点は，ヒトは生物の一
種である，ということです。

ヒトを進化の視点から考える

岡 本 暁 子＊

────────────────────────────────────────────────────────────
＊　早稲田大学政治経済学術院准教授

•••••••••••••••••••••••••••••••••＜特　集＞
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　カタカナのヒトは生物の一種としての人間をあ
らわす場合の表記の仕方です。
　生物はそれぞれ学名をもっていますが，ヒトも
Homo sapiens という学名をもっています。知恵
のある人という意味です。
　ヒトは生物の一種であるということは，他の生
物と同様に，進化の過程をへて今存在している，
ということです。
　生物の進化というとき，皆さんはどのようなイ
メージをもちますか。カエルがトカゲに進化し，
マウスに進化し，ニホンザルに進化し，チンパン
ジーに進化し，チンパンジーはヒトになる前の進
化の段階で，一番進化した生物がヒトである，と
いうとらえ方でしょうか。
　生物の進化はそのようにおこったのではありま
せん。またもっとも進化した生物がヒトというこ
とではありません。時間の流れの中で，共通祖先
から枝分かれし，それぞれの進化の過程をへて，
今いる生物はみな進化の最先端にいます。この途
中で，たくさんの生物が消えていきました。
　このことは，ヒトも含めた生物の関係を，樹木
の枝分れにたとえて表わす系統樹としてとらえる
ということです。これがヒトを進化の視点で考え
るための重要な土台です。
　さて，進化とは何でしょうか。
　進化とは集団中の遺伝子頻度の時間的変化です

（長谷川他 2022: 28）。私たちが日常で使う進化と
は違うことに注意してください。生物学における
進化とは，遺伝子レベルでの変化です。
　進化のメカニズムに，自然淘汰というものがあ
ります（長谷川他 2022: 30-35）。自然淘汰が働く
条件は「変異」「淘汰」「遺伝」です。集団中に様々
な形質を持つ個体がいて（変異），変異が個体の
生存や繁殖に影響を及ぼし（淘汰），形質が親か
ら子に伝わる（遺伝）という条件がそろうと，生
存や繁殖に有利な形質（をコードする遺伝子）が
集団中に広がります。このメカニズムでは，その
環境に有利な性質を集団の個体がもつように進化
します。
　進化には，偶然の確率的過程によって遺伝子頻
度が変化するメカニズムもあります（長谷川他
2022: 58-62）。これは，特に集団のサイズが小さ
いときにおこりやすい進化です。

行動に対する 4つの問い

　ニコ・ティンバーゲンは，動物の行動に関する
科学的研究を確立させた一人です。彼は，行動に
対する「なぜ」という疑問には 4 つの異なるアプ
ローチがあると論じました（Tinbergen 1963）。
ティンバーゲンが提起した研究アプローチの区別
は，現代でも，生物の行動研究の基礎となってい
ます（Bateson & Laland 2013; Dawkins 2014）。
　ティンバーゲンの 4 つの問いを紹介しましょう

（長谷川 2006: 2-3）。1）至近要因：いかにして，
その行動が生成されるのか，つまり，その行動を
生み出しているメカニズムは何であるのかという
疑問，2）究極要因：その行動はどのような機能
を果たしているから存在するのか，つまり，その
行動の機能的意味は何であるのかという疑問（行
動が何に使われていて，どのように個体の生存や
繁殖に関わっているのか，ということです），3）
発達要因：その行動は，赤ん坊からの個体の発生，
成長の過程でどのような道筋を経て作り上げられ
たのか，つまり，行動の発達の道筋に関する疑問，
4）系統進化要因：その行動は，祖先種のどのよ
うな行動から派生してきたのか，つまり，行動の
進化系統上の道筋に関する疑問，です。現代にお
いては，4 つの問いを区別して考えるとともに，
統合して理解する努力がなされています。また，
遺伝子レベルと表現型の行動との結びつきも検討
されるようになっています。

利他性の進化の謎

　ティンバーゲンの 4 つの問いについて知り，私
は沈没しかけた船における人間の行動に関しての
自分の疑問を整理することができました。その結
果，私が知りたかったのは，至近要因，究極要因，
発達要因，系統進化要因の中で，究極要因の問い
であったことを理解しました。特に救命ボートの
席を譲り，自らは沈没する船に残るといった自己
犠牲的行動の究極要因を知りたかったということ
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でした。そして，その私の疑問は，生物の行動の
進化を扱う学問における大変大きな謎なのです。
　そのような行動の何が不思議なのかと思われる
人も多いかもしれません。授業などで学生からよ
く聞く不思議ではないという考え方から 2 つ紹介
します。
　まず，生物は自分の種の保存のために行動する
のだから，他の個体を助けることに何の不思議も
ない，という考え方があります。ちょっと待って
ください。先ほどの自然淘汰のメカニズムを思い
出しながら，簡単な思考実験をしてみましょう。
例えば食物資源が少ないとき，集団の中に自分は
食べずに他の個体に譲るという性質と，どんな場
合にも自分が食べるという性質があり，それぞれ
遺伝するとします。どちらの性質が次の世代によ
り多く広がるでしょうか。そしてその次の世代，
その次の世代とすすむと，他の個体のために自分
を犠牲にする性質は，集団からあっというまに消
えてしまいます。種の保存（より明確に言うと群
淘汰）の考え方は，少ない例外を除いて，一般に
は誤りであることがわかっています（長谷川他
2022: 75-95）。
　もう一つよく聞く考え方に，自己犠牲は人間だ
けがもつ美徳であり，そのようなふるまいをする
のは当然である，というものがあります。しかし，
自己犠牲というものは，広くさまざまな生物で知
られています。例えば，アリやミツバチなどの社
会性昆虫では，自らの命を犠牲にして巣の仲間を
守ろうとする行動，自らは繁殖をせず，他の個体
の繁殖を手伝う行動などがみられます。
　これを聞いて，それはおかしいのではと思う人
がいるかもしれません。人間の自己犠牲は崇高な
倫理観で行われるものだ，とか，人間の自己犠牲
は深い苦悩や葛藤を含めた高度な心の動きからで
てくるものであり，何も考えずにやっているハチ
やアリと一緒にするのはおかしい，とか，ヒトは
昆虫とは違って利他の心を持つように小さいころ
から教育されるからそういうふるまいをするのだ，
とか，感じてしまいませんか。
　先ほどのティンバーゲンの 4 つの問いに戻って
考えてみましょう。至近要因や発達要因ではなく，
今問題にしているのは究極要因です。行動が何に
使われていて，どのように個体の生存や繁殖に関
わっているのか，という機能の問いです。行動の

進化を研究するときには，ヒトであっても社会性
昆虫であっても，自らの適応度を下げ，他個体の
適応度を上げる自己犠牲的形質である利他性（行
動形質の場合は利他行動）の進化という同じ観点
で考えます。
　個体の生存や繁殖を犠牲にして，他の個体の生
存や繁殖を助けるという利他性が，個体の生存や
繁殖に有利な形質が広がるという自然淘汰がはた
らくのに，なぜ進化したのでしょうか。ヒトを含
めて生物に広くみられる利他性の進化は，生物の
行動の進化を研究する学問における大変重要な研
究テーマです。

裏切り者を検知する心理メカニズム

　この研究の枠組みで見いだされた，ヒトについ
ての興味深い知見を一つ紹介しましょう。
　ロバート・トリヴァースは，非血縁者間であっ
ても，あるときに利他行動をした個体が，別の時
には利他行動の享受者となり，そのような関係が
長続きすることで利他行動は進化すると主張しま
した（Trivers 1971）。互いに利他行動を行うこ
とで，利他的な個体がそうでない個体よりも平均
適応度が高くなるという状況で利他行動が進化す
る，ということです。このような仕組みで利他行
動が進化するためには，利他行動の適応度上のコ
ストよりベネフィットが大きくなければならない

（そうでないと，お互いに利他行動をすればする
ほど適応度がさがる）など，理論的制約がいろい
ろあります。
　互恵性が成立するための重要な条件の一つは，
利他行動を享受しながらお返しをしないいわゆる
裏切り者を排除するなんらかの仕組みを持つ必要
があることです。思考実験をしてみましょう。集
団に，利他行動はしてもらうけれど自分は利他行
動をしない，もしくはあまりしない，という個体
がいたらどうなるでしょう。それが遺伝する形質
なら，集団中に利他行動をしない性質があっとい
うまに広がります。
　コスミデスは，4 枚カード問題，あるいはウェ
イソン選択課題と呼ばれる問題を使って，ヒトは
裏切り者を鋭敏に検知する心理メカニズムを，進
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化の産物としてもつようになった可能性を示しま
した（Cosmides 1989）。以下に紹介します（長
谷川他 2022: 204-208）。
　図 1 の a をご覧ください。この実験では，参加
者に 4 枚のカードを渡します。片面にはアルファ
ベットが，片面には数字が書かれているカードで
す。「カードの片面に D が書かれているならば，
もう片面には 3 が書かれている」ということが成
り立っているかどうかを調べるためには，どのカ
ードを裏返してみる必要があるでしょうか。4 枚
カード問題では，このような抽象的な演繹的推論
の問題では正答率は非常に低いのに，おなじ形式
でも文脈をかえると一気に正答率が上昇すること
がよく知られていました。
　図 1 の b は片面には飲んでいる飲み物，もう
片面にはその人の年齢が書かれています。「ビー
ルを飲んでいるならば，その人物は 20 歳以上で
ある」ということが成り立っているか調べるため
には，どのカードを裏返せばよいでしょうか。先
ほどの a と同様「P ならば Q」が成り立っている
かどうかを調べるにはどのカードを調べればよい
でしょうか，という問題です。同じ構造の問題で
あるにもかかわらず，こちらの場合では正答率が
高くなることが知られています。なぜなのでしょ
うか。実験参加者にとってなじみがある問題にな
っているからでしょうか。
　コスミデスは，c のような，実験参加者にはな
じみがない文脈のカード問題を作りました。カー
ドは架空の部族の男とし，片面にはその男が食べ
ているもの（キャッサバもしくはモロの実），片
面にはその男の顔に入れ墨があるか，入れ墨がな
いかが書かれています。そして，「その男がキャ
ッサバを食べているならばその男の顔には入れ墨

がある」ということが成り立っているかを調べる
ためには，どのカードを裏返せばよいのかと実験
参加者にたずねました。この実験に社会契約の文
脈を与えたら正当率が上昇しましたが，非社会契
約の文脈を与えたら正答率は上昇しませんでした。
つまり，社会契約の文脈であるかということが，
4 枚カード問題の正答率をあげる鍵であることが
示されました。

　私からの話はこれで終わりにします。政治学や
経済学を専門としてしっかり学ぶとともに，今日
お話ししたようなアプローチも含めた様々な分野
の授業も積極的に履修してくれることを願ってい
ます。
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P not P Q not Q

a D F 3 7

b ビール コーラ 25歳 16歳

c キャッサバ モロの実 入れ墨あり 入れ墨なし

図 1：様々な 4 枚カード問題（長谷川他 2022: 205，図 9.4 を改変）
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1．はじめに：司法の民主的責任

（1）�日本における裁判官の選定罷免手続と，それ
に対する問題意識

　日本国憲法 15 条 1 項は，「公務員を選定し，及
びこれを罷免することは，国民固有の権利であ
る」と定める。この条文は，「公務員が公務に継
続的に参与する者の総称であることから，本条は
必ずしも公務員のすべてを有権者が直接に任命ま
たは選挙すべきことを意味するわけではない」，
とされ，公務員を広義に把握しつつも，すべての
公務員の選定罷免権を国民に保障するものではな
い（長谷部【42】216-19 頁，引用は 217 頁（長
谷部恭男執筆））。実際，「公務員」に包含される
と考えられる裁判官について，日本国憲法は別途
規定している。まず，任命手続については，最高
裁判所（以下，最高裁）長官については 6 条 2 項

（内閣の指名に基づく天皇による任命），その他の
最高裁裁判官については 79 条 1 項（内閣による
任命），下級裁判所裁判官については80条1項（最
高裁の指名した者の名簿により内閣が任命，10
年の任期ごとに再任を決定）がある。次いで，罷
免手続については，64 条 1 項及び 78 条（すべて
の裁判官について非違行為を行った場合の弾劾裁
判），79 条 3 項（最高裁裁判官に対する国民審査）
を規定している。裁判官の選定罷免にかかわる日
本国憲法の規定は，権力分立の観点から司法権な
いし 81 条に定める裁判所の違憲審査権に対する
抑制均衡を目指すものと考えられる。しかし同時
に，選挙された国会議員から互選される内閣総理

大臣を中心とする内閣による指名，任命，また国
会での弾劾裁判による裁判官の罷免手続，そして
特に最高裁裁判官についての国民審査の手続は，
裁判官という職に対する民主的統制の趣旨を定め
てもいる，と理解できる。
　このように考えるとき，裁判官にもなんらかの
民主的責任が生じると考えられるが，それはどの
ようなものであろうか。まず，国会や内閣など，
民主的政治過程に対しては，それらが任命や罷免
の手続に与るといっても，その政治的意図やそれ
に基づく憲法を含む法解釈を裁判官がそのまま受
容することではない。裁判官の独立を定めた日本
国憲法 76 条 3 項はその趣旨である，と解される

（蟻川【3】，4-5 章；伊藤【6】；清宮【18】357- 
58 頁；小粥【19】第 6 章；曽我部【26】；団藤【31】
第 1 章第 1 節，および第 2 節第 1 款；名雪【34】；
長谷部【38】；長谷部【39】，補論 I；長谷部【40】，
第 12 章；長谷部【41】，第 9 章；樋口【47】，488- 
91 頁；平野【49】；南野【53】など）し，いくら
選定罷免に与るといっても，その政治的選好に専
ら従って裁判官を選定罷免はできないという制限
は，最高裁作成の名簿による下級審裁判官任命，
非違行為を根拠とする弾劾裁判，弾劾裁判所法
19 条に規定される弾劾裁判の裁判員の独立とい
うことからも見てとれる⑴。ただ，最高裁裁判官
については，国民審査の有権者たる国民には，そ
のような制限があるものとは見えない。というの
は，憲法制定権者としての主権者人民とは国民投
票ないし選挙の有権者団と同視されるというアメ
リカの人民主権論を日本でも採用すべきである，
という立場（川鍋【15】⑵）からは，国民審査の
有権者としての国民が日本国憲法にいう主権者と
同視可能である，ということばかりが理由ではな

•••••••••••••••••••••••••••••••••＜投稿論文＞

裁判官の選定罷免について：
司法の民主的責任に関する日米比較・序説†
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い。国民審査に言及する日本国憲法 79 条に前述
のような制限を示す規定がなく，これを受けた国
民審査の手続を定める現行の最高裁判所裁判官国
民審査法⑶も同様であるからである。これは日本
国憲法における国民審査制が基本的には解職制と
解釈されていることに由来すると考えられる⑷。
　国民審査においては，最高裁裁判官は直接，国
民に対してその職務遂行について責任を負ってお
り，もしそれが国民の意に沿わない，と判断され
れば，罷免されなければならない。しかし実際に
は，国民審査はそのようには機能していない。国
民の最高裁裁判官への関心が薄いことが原因であ
り（フット【30】，102-103 頁），国民審査により
罷免された裁判官はいない。
　このような，国民審査制が解職制として十分に
機能していないことを前提とする理解に対しては，

「罷免例がないのは，内閣が任命した裁判官の活
動に国民が大きな不満を覚えていない帰結に過ぎ
ず，国民審査制の『機能』が停止している状態と
まで断定はできない」との反論があるかもしれな
い⑸。実際，国民審査制が十分に機能しているこ
とを前提にした元最高裁裁判官の言説がある⑹。
この点は，国民審査制の機能をどう見るか，とい
うことによって考え方が変わりうる。というのは，
国民審査制には解職制という「本来的機能」のほ
かに，一定数の国民から×，すなわち罷免を可と
する投票がなされることで最高裁裁判官の内省を
促す「派生的機能」（笹田【21】，38 頁），あるいは，
最高裁裁判官任命の事後審査や「適任者について
民意を背景にその地位を強化するという機能」

（浦部【7】，372 頁）もある，と考える余地があ
るからである。もし，そのような機能も国民審査
に認めるならば，罷免例がないことが国民審査制
の機能不全を示すことには必ずしもならないこと
になるだろう。
　しかしながら，このような理解には，異論があ
る。というのは，国民審査制の「本来的機能」で
ある解職制は「派生的機能」によって代替される
べきものではないということである。これらの議
論を展開する論者は，解職制という「本来的機能」
が働かないことを前提に「派生的機能」を議論し
ている（笹田【21】，38 頁）が，ならば，「本来
的機能」が働くように制度を構想するのが筋であ
る。むしろ，穿った見方をすれば，「派生的機能」

を論じる論者には，制憲議会における国民審査制
導入に対する消極的評価を共有し，「本来的機能」
をできる限り脱色するためにする議論として「派
生的機能」を論じているきらいがある（笹田【21】，
38-40 頁は制憲議会の国民審査制採用を消極的な
ものとみ，制度改革の提案としては「派生的機能」
に主眼を置いている）。価値判断の問題として，
そのような選択をすることは否定しない。しかし，
それは国民が不適格だと判断した場合には最高裁
裁判官は罷免されなければならない，という要請
を実質的には無にするものであり，わたしの立場
からすれば問題がある。
　以上のような国民審査の機能不全からは，3 つ
の問題が生じると考えられる。まず，最高裁の権
力濫用の危険である。司法権は他の各権と比べて
その政治的性格が薄いといわれるが，それでも国
家権力の一翼である。特に，前述したように民主
的政治過程による裁判所への統制手段が限られる
ことを考えれば，国民審査は司法権に対する重要
な監視機会であり，これを逸すれば多くの人々が
不合理と考える法解釈を最高裁が展開しても拒否
できない。
　次に，民主的政治過程の担当者は，選挙を通じ
て国民から直接，間接に選出されるが，それは政
治全般の担当者を選出するという性格が強く，必
ずしも特定の法律制定や法解釈を採用することを
理由に選ばれるわけではない。このとき，民主的
政治過程は，特定の法律制定や法解釈の実現につ
いて，国民の多数と異なる意向を持つ場合がある。
ここで念頭に置く近時の例は，夫婦別氏問題であ
る。いわゆる選択的夫婦別氏制度導入について，
各種世論調査は導入賛成が過半数を占め，内閣府
の世論調査でも導入賛成が 3 〜 4 割，婚姻前の氏
を通称として法律により公認する立場と合わせ 5
〜 6 割で推移している⑺††。
　もし国民が長期に渡り，特定の法律制定や法解
釈の採用を求めていることが明らかであり，憲法
もこれを許容するにもかかわらず，民主的政治過
程がそれらを不当に怠った場合，裁判所は違憲審
査を通じて介入する余地がある。しかし，現実に
このようなことが起こっても，国民審査が十分に
機能しなければ，最高裁は国民に対して責任を果
たす必要がないので，民主的政治過程に是正を求
めるインセンティヴもない。むしろ，任命手続に



早稻田政治經濟學雜誌No.398，2022 年 9 月，19-35

21

おいては内閣からの裁判官人事への不当な統制が
働くおそれがあり⑻，民主的政治過程の意向に背
くような立法不作為の認定や法解釈の採用を不当
に避けるインセンティヴが働くおそれが高い。
　このことと関連して，3 つ目に，最高裁が判決
を通じて民主的政治過程の立法とその運用を不当
に権威づけしてしまう危険がある。日本の違憲審
査制は歴史的に，合憲判断積極主義であり，憲法
判断を行うのに消極的であったわけではない（樋
口【45】，183-84 頁）。そのような状況で前述の
ようなおそれがある場合，民主的政治過程が決定
したことそれ自体を根拠として，裁判所が違憲審
査制を通じて安易に法令を合憲判断するなどして
正当化してしまうことも考えられる。その結果，
裁判所が民主的政治過程といわば結託して，国民
の多くが望まない法令制定や法令解釈を国民に押
し付ける可能性がある。

（2）�アメリカの憲法実践と日本の問題状況への示
唆

　以上のようなわたしの問題意識は，伝統的な憲
法学のそれとはずれている。つまり，裁判官の任
期は 10 年だが，実際は官僚制として再任が原則
であり，しかし再任について憲法 80 条 1 項に基
づく指名名簿作成者たる最高裁が恣意的に決定で
きることが問題だったからである（樋口【45】，
173-82 頁）⑼。そこでは，80 条 1 項が一見前提と
している内閣や国民審査を通じた裁判官人事への
民主的統制がないまま最高裁が裁判官人事を恣意
的に行うことの問題が扱われていた。
　もっとも，そのような論調は，必ずしも裁判官
人事に対する民主的統制が好ましいものではない，
という認識を前提とするものでもあった。という
のも，前述の「派生的機能」の議論に加えて，10
年の任期ごとに裁判官再任を全面的に審査して必
要に応じて大規模に入れ替えるには，いわゆる法
曹一元制度を前提にする必要があるし，「任命＝
10 年任期制による国民からの間接的な制度的コ
ントロールを定めたものと解することは，76 条 3
項によって要請されている裁判官の職権の独立を
弱くしすぎる」，と考えられたからである（樋口

【47】504-506 頁。引用は，506 頁）。
　しかし，わたしの見る限り，裁判官人事をとり
まく状況は変容してきている。（1）で示した問題

が現実にあるばかりでなく，最高裁裁判官の人事
については，任命権を持つ内閣が暗黙裡に介入し
ている，ということが報道されていることがあ
る⑽。これらのことは，官僚制によって担保され
る裁判所とそれによって担われる違憲審査制，と
いうモデルが，現実に機能しないのではないか，
との懸念を抱かせる。むしろ，国民審査を適正に
運用することによって裁判所の民主的正当性を確
固たるものとすると同時に，裁判所が違憲審査制
を通じて適正に国政を監視し，不当な権力行使に
加担することがないよう主権者国民が統制する，
といういわば民主的責任モデルを目指すべき時期
に来ているのではないか。
　ただ，このような法体系を目指すべきだ，と提
案するためには，裁判所の人事制度にとどまらず，
法曹制度，裁判制度など検討すべき課題が多い。
それゆえ本稿では，このような関心からまずは，
裁判所の任免制度を眺めたとき，どのような課題
を見出し，提案を行うことができるか，という点
に限定して，議論を立ててみたい。
　また，司法が民主的であるべきだという命題に
ついては，小田中聰樹の「民主的裁判官」論と問
題意識を共有する。ただ，本稿での民主的責任モ
デルは小田中の議論とは異なっている。というの
は，小田中が裁判官は「社会的多数者の利益」と
しての国民の利益に則した判断をすべきとした

（小田中【10】，16 頁）が，その判断基準が明確
ではない。むしろ，多数者という言葉の裏で少数
者の人権擁護を導入しているきらいがあり，樋口
陽一がこの主張に対して問題にしたことの一つは
これであると思われる（樋口【46】，15-16 頁。
なお，小田中【10】は，樋口【45】の書評として
執筆された）。わたしは，この点は，真に実質的
な運用がなされている国民審査を経た最高裁裁判
官の判断が「『社会的多数者の利益』としての国
民の利益に則した判断」である，と考える。言い
換えれば，裁判官はその良心に従って独立して法
を解釈し裁判を行い，その判断を行なったことに
ついて国民を説得できるものであるべきであり，
その機会が国民審査などであるべきだ，というこ
とである。
　このような観点から，日本の裁判官任免制度に
とって参照することが有益であると思われるのが，
アメリカの裁判官任免制度である。アメリカでは，
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連邦の裁判官と州の裁判官とで選定罷免の方法は
異なっており，それぞれの性格の重要な違いを示
唆するが，同時に，その根底に通底している問題
意識である裁判官への民主的統制の必要，という
問題意識も見てとることができる。2，では，ア
メリカの制度的実践を参照し，その意義を考察す
る。

2．裁判官の民主的責任に関する�
アメリカの実践の意義

　アメリカの裁判官任免に関する実践としては，
連邦と州とで相当異なっている。ごく大まかに言
えば，任命について前者は大統領の指名と連邦議
会上院の承認による任命，後者は選挙及びそれに
準じた制度による選任，罷免について前者は弾劾
裁判による罷免，後者は州民審査等の手続による
罷免である。
　これらの違いについては，裁判官の選定罷免が
選挙及びその類似のものによるかどうかに伴って，
裁判官に対する民主的統制の度合いの違いと，そ
れに伴うメリットとデメリットの勘案をみてとる
ことができる。その一方で，両者には共通して，
裁判官の人事に関する情報を一般国民にも共有可
能なかたちで行われるべきだ，という裁判官の民
主的責任の要請に基づく運用がなされていると見
ることもできる。
　以下では，連邦及び州の裁判官任免制度を参照
し，その違いと共通点について詳述する。

（1）連邦裁判官の任免⑾⑿

Ａ　連邦裁判官の任命
（ⅰ）　条文と概要
　連邦の裁判官は，基本的に連邦憲法 3 条に規定
される裁判官として，同 2 条 2 節 2 項に従って任
命される（同条項の制定過程について，Yates

【88】，pp. 1057-60）。同条項によれば，合衆国大
統領が指名し，連邦議会上院の助言と承認により
任命される。助言と承認は，本会議の単純多数決
によるが，それに先立ち上院司法委員会で調査，
審査，本会議への上程の可否に関する議決がなさ
れる。裁判官候補者の調査は大統領の指名段階で
も司法省によりなされ，全米法曹協会（ABA）

の裁判官の格付けが参照されていた。しかし特定
団体が裁判官指名に重大な影響を与えることは公
正でない，としてジョージ・W・ブッシュ（George 
W. Bush）政権でその格付けの利用が停止された。
以降共和党政権は保守系法律家団体のフェデラリ
スト協会（Federalist Society）の評価を参照し
たが，バラク・オバマ（Barack Obama）政権は
ABA の評価を重視したとされる（Epstein and 
Segal【69】，p. 22；大沢【8】，303，305-306 頁）。
　ただし，下級裁判官（magistrate judge），破
産裁判官（bankruptcy judge）などの連邦地裁に
属する一部裁判官，租税裁判所（Tax Court）な
どその性質上合衆国憲法 3 条ではなく同 1 条に基
づき設置される裁判所の裁判官について，連邦の
裁判官であるにもかかわらず合衆国憲法 3 条にい
う裁判官としては扱われないものがある。この場
合，連邦地裁裁判官の指名などにより任命される

（ 田 中【29】，96-98，123-25 頁；Resnik【80】，
pp. 601-602；Wilson【87】，pp. 101-106）。 論 者
によって整理は異なるが，次のことが共通してい
る。すなわち，被指名者が法律家としての素養を
有しているか，有しているとしてその思想傾向と
大統領及び上院多数派（最高裁裁判官の場合）な
いし裁判官が担当する予定の地域の上院議員（そ
の他の連邦裁判官の場合）の思想傾向との近接性
があるかを調べる，ということである（浅香【2】，
132 頁； 大 沢【8】，298-301 頁；Morris【77】，
pp. 867-81；Ross【82】，pp. 122-66）。

（ⅱ）　�上院司法委員会公聴会（以下について特に
見平【56】，738-44 頁と，その参考文献を
参照）

　裁判官候補者を調査，審査する手段として実施
される上院司法委員会公聴会は，現在では当然の
ごとく行われている。特に連邦最高裁裁判官候補
者の中継放送は国民に注目されるが，この慣行の
成立過程は複雑である。連邦最高裁裁判官候補者
について，1816 年の上院司法委員会設立後，南
北戦争前後まで，全てではないがたびたび上院司
法委員会に候補者についての諮問が上院本会議の
議決前になされるようになり，その後上院司法委
員会への諮問は常態化した（Collins and Ring-
hand【68】，p. 129）。ただ，公聴会の実施はごく
例外的なものにとどまり，1873 年のジョージ・
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ウィリアムス（George Williams）の最高裁長官
への任命（公聴会は非公開），1916 年のルイス・
ブランダイス（Louis Brandeis）の裁判官への任
命，1922 年のピアス・バトラー（Pierce But-
ler）の裁判官への任命にかかわる公聴会の実施
があるばかりだった。加えて，ウィリアムスの場
合は司法長官としての司法省の資金の私的流用問
題を審議するため，バトラーの場合はミネソタ大
学理事時代の行為について審議するため，と，目
的が限定された。この過程で，ウィリアムスの指
名は撤回された。ブランダイスの場合は，人民の
裁判官との評価の高かった彼に対する保守派から
の反対，及び反ユダヤ主義者からの反対という政
治的な理由によったが，ブランダイスは証言を拒
否した（Collins and Ringhand【64】，pp. 129-30）。
　候補者本人による証言については，1925 年の
ハーラン・F・ストーン（Harlan F. Stone）裁判
官の任命時を皮切りに，フェリックス・フランク
ファーター（Felix Frankfurter，1939 年），ウィ
リアム・O・ダグラス（William O. Douglas），フ
ランク・マーフィ（Frank Murphy，以上 1940 年），
ロバート・H・ジャクスン（Robert H. Jackson，
1941 年）らが行った（Ross【77】，pp. 116-17; id.，
p. 117，note 28）。ただ，ストーンやフランクフ
ァーターの場合は連邦最高裁の判例形成に関わる
法的見解についての質疑は行われず，ダグラスや
マーフィはあくまで自発的に上院を訪れる，とい
う形式だった。シャーマン・ミントン（Sherman 
Minton，1949 年）裁判官の場合には，公聴会で
の証言を拒否すらしている（見平【56】，739-41
頁；Ross【81】，pp. 118-19）。
　もっとも，1937 年に任命されたヒューゴー・
ブラック（Hugo Black）裁判官について，彼が
上院議員だったことを理由に公聴会を省略した結
果，任命後に判明した彼の白人至上主義団体ク
ー・クラックス・クラン（Ku Klux Klan）への
参加を見抜けなかったことが世論から批判を浴び
た。このことが，フランクファーター以降の公聴
会における候補者による証言実施に繋がった側面
がある（見平【56】，741 頁；Collins and Ring-
hand【68】，pp. 130-31）。また，公教育における
人種別学を違憲と判断したブラウン対教育委員会
合衆国最高裁判決⒀以降，合衆国最高裁の政治的
影響力の強さが認識され，その人事に対する上院

の関心も高まった結果，現行の公聴会制度の慣行
が，1955年のジョン・マーシャル・ハーラン（John 
Marshall Harlan）裁判官任命以降に確立された

（見平【56】，742 頁；Collins and Ringhand【68】，
p. 132；Ross【81】，p. 119）。
　このように上院司法委員会公聴会は最高裁裁判
官の資質，及び政治的傾向性を一般国民にも明ら
かにする役割を担うべきものとして運用されてい
るが，現在ではそのことを原因とする「イデオロ
ギー的任命」の問題が指摘される（見平【56】，
745-55頁；紙谷【11】，243-47頁）。特にロナルド・
レーガン（Ronald Reagan）共和党政権以降，連
邦最高裁の憲法解釈の政治的影響力に注目して，
政権に近い憲法観を持つ人物を連邦最高裁裁判官
に任命する慣行が，保守派，リベラル派ともに続
いている。その結果，裁判官の意見がその裁判官
を指名，任命した党派と一致し，裁判官の間での
討議を経た妥協，あるいは裁判官の意見の変更が
見られなくなった。このことは，裁判官の多数を
得れば連邦最高裁の憲法解釈を支配できることを
意味し，後述する裁判官の罷免が困難であること
と相まって，連邦最高裁裁判官の任命手続が熾烈
な政治闘争の場と化す原因ともなっている。
　他方，このようなイデオロギー的任命はあくま
で裁判官任命者に関わるものであり，現実の裁判
官は，その政治的選好ではなく法的な議論に基づ
いてリベラル，保守両派で共同して判決を下して
いるという指摘もある。たとえばそれは，合衆国
憲法修正 1 条により保障される信教の自由を根拠
として，同性カップルのウェディング・ケーキ作
成を拒否できるかが争われたマスターピース・ケ
ーキショップ対コロラド州市民的権利委員会判
決⒁に関わる。判決は作成拒否を認めたが，作成
拒否は憲法で保障される宗教行為の自由であり，
性的志向に基づく差別を禁じる州法の適用を免除
すべきだ，という原告の主張とは異なり，差別を
認定する過程が原告の信仰に対して敵対的だった
ことを根拠とした⒂。判決の結論について，確かに，
作成拒否を容認したという点で，同性婚に反対す
る保守派に親和的であり，従来のリベラルな権利
保障の論理を用いて保守派がリベラルな権利保障
を掘り崩す「修正 1 条の武器化」，「修正 1 条のロ
ックナー化」との批判がある⒃。一方，判決は当
時 中 間 派 と さ れ た ア ン ソ ニ ー・ ケ ネ デ ィ
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（Anthony Kennedy）裁判官により執筆され，保
守派裁判官のほか，リベラル派と目されるスティ
ーブン・ブライヤー（Stephen Breyer），イリー
ナ・ケイガン（Elena Kagan）両裁判官も同調し
た⒄。この点について，判決が差別禁止法を定め
る際の指針を示し，原則としては差別禁止法を宗
教に優越させる論理を，リベラル，保守派双方が
納得しうるものとして示している，と理解するこ
とができるかもしれない（森口【60】，151 頁。
また，参照，森口【59】）。
　この点は，連邦最高裁裁判官の動きのどこに力
点を置くかで結論は変わるように思われる。わた
しとしては，連邦最高裁裁判官がイデオロギー的
に動かない場面もあるが，中絶問題などイデオロ
ギー対立が激しい場面での裁判官同士の厳しい対
立⒅††† を見ると，イデオロギー的任命は現実に
起こり，弊害も生じている，というのが率直な印
象である。

（ⅲ）　�上院への礼譲（以下について浅香【2】，
132 頁； 大 沢【8】，302 頁；Epstein and 
Segal【69】，pp. 75-78 を参照）

　上院司法委員会は，裁判官候補者を本会議にお
いて議決すべきかどうかについての議決を行うが，
このとき，大統領の指名に対する事実上の拒否権
を行使することがある。上院への礼譲（senatorial 
courtesy）と呼ばれ，伝統的に連邦下級裁判官候
補者の指名に対して，その候補者が担当する予定
の州の，大統領と同じ政党に属する上院議員が反
対する場合，ブルー・スリップ（blue slip）とい
う書類を上院司法委員会に提出する。これがなさ
れると，上院司法委員会において議決が棚上げさ
れる。もっとも，現在では連邦控訴裁判所裁判官
候補者については上院議員のこのような特権は認
められておらず，あくまで大統領がその意向を尊
重するにとどまるとされる。

Ｂ　連邦裁判官の罷免
（ⅰ）　条文と概要
　連邦裁判官は，原則，合衆国憲法 3 条 1 節によ
り，終身制であり，弾劾によらなければ罷免され
ない，という強い身分保障がなされる。ただし，
前述した合衆国憲法 3 条によらない連邦裁判官も
いる，という事情で，連邦裁判官であっても任期

制のものも存在する。弾劾は裁判官に限らず，連
邦の文官一般についてなされうることが規定され

（合衆国憲法 2 条 4 節），訴追権限を下院に（同 1
条 2 節 5 項），裁判権限を上院に（同 1 条 3 節 6 項）
授権している。下院による訴追は単純多数決によ
りなされる一方，上院による有罪評決は出席議員
の3分の2の賛成によりなされる（同1条3節6項）。
通常の刑事裁判について陪審裁判を受ける権利が
保障されている一方で，弾劾はその例外とされる

（同 3 条 2 節 3 項）。
　これまで弾劾の実施件数が少なく⒆，弾劾の理
由も「叛逆罪，収賄罪その他の重罪または軽罪」

（同 2 条 4 節）と曖昧であり，連邦裁判官につい
ては，何が弾劾によって有罪と評決すべき「非行」

（同 3 条 2 節 1 項）にあたるかは，定説が形成さ
れているとは言い難い⒇。ただし，連邦裁判官の
罷免については，1980 年代のハリー・E・クレイ
ボーン（Harry E. Claiborne），アルシー・L・ヘ
イスティングス（Alcee L. Hastings），ウォルタ
ー・L・ニクソン（Walter L. Nixon）の 3 裁判官
への弾劾罷免事件が近年の重要な先例になってい
る（土屋【33】，14-21 頁；Gerhardt【70】，pp. 42-
48）。

（ⅱ）　弾劾裁判の先例
　これらの事件では，弾劾裁判以前に収賄の罪等
で裁判官が刑事被告人となり，クレイボーン，ニ
クソンには有罪判決，ヘイスティングスには陪審
による無罪評決が下されている㉑。また，クレイ
ボーンについては連邦議会下院が弾劾訴追を主導
したが，ヘイスティングス，ニクソンについては，
その後，1980 年司法協議会改革及び裁判官の非
行 及 び 不 能 に 関 す る 法 律（Judicial Councils 
Reform and Judicial Conduct and Disability Act㉒，
浅香【2】，136 頁；土屋【33】，第 3 章；柳瀬【62】，
293 頁註 57；Gerhardt【70】，pp. 102-104 を参照）
に基づき，彼らの所属した地裁を管轄する巡回区
控訴裁判所に設置された特別調査委員会（同巡回
区の控訴裁及び地裁裁判官からなる）の調査がな
された。その結果，弾劾による罷免が相当との報
告が巡回区司法協議会㉓に対してなされ同司法協
議会は弾劾推奨を決定，更に弾劾訴追権者である
連邦議会下院への弾劾訴追勧告権者である全米司
法 会 議（Judicial Conference of the United 
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States）㉔もこれを認めた。これを受け，下院は審
議の上弾劾訴追を行った㉕。
　いくつかの論点がある㉖が，ここでとりあげる
のは，弾劾裁判について，憲法上連邦議会に専権
を与えられているはずが，実は連邦裁判官団の主
導で特定の連邦裁判官を罷免に導くことも可能と
なることの是非である。前記 1980 年法は，特別
調査委員会設置を求める申し立ては誰でも行うこ
とができる㉗。その意味では，連邦裁判官に対す
る懲戒に国民が参加することを認める制度でもあ
り，そのことが強調された運用であるならば，連
邦裁判官の民主的責任を確保する制度として肯定
できる面がある（土屋【33】，61-62 頁）。しかし
実際には，ヘイスティングスについては裁判官に
よる申し立て，調査，及び弾劾訴追勧告㉘，ニク
ソンについて裁判官による調査及び弾劾訴追勧
告㉙がなされている。
　この点をめぐっては，司法行政の一環としての
弾劾に至らない非違行為に対する懲戒制度と理解
し，権力分立の観点から連邦議会の弾劾権限を侵
害せず，裁判官の独立と司法組織の統一性（judi-
cial integrity）のバランスが取られる限りで許容
される，という議論も示されている（Gerhardt

【70】，pp. 102-104）。一方で，司法行政を超えて，
憲法の認めていない裁判所による，裁判官への司
法権行使に至っている，との批判もある（Baker

【63】，p. 1120）。
　このことに関連して，裁判所の刑事裁判におけ
る判断がそのまま弾劾裁判における判断を決しか
ねない，という問題がある。連邦議会下院は弾劾
訴追において，裁判所において有罪判決が下され
たことを安易に根拠として調査を簡素化した

（Gerhardt【70】，p. 44）。また，3 つのいずれの
弾劾裁判にも上院議員から複数人を選んで委員会
を組織し，弾劾裁判のための証拠調べを行わせる
ことを定めた上院弾劾裁判規則 11 条が適用され
た㉚。これは弾劾裁判における証拠調べの効率化
を図ったものとされるが，委員会の特定メンバー
による証拠調べで上院全体の心証が形成され，上
院が弾劾裁判を行う専権を有するという観点から
問題がある（土屋【33】，30-32 頁；Gerhardt【70】，
pp. 45-46）ばかりではなく，特定メンバーが適
合的と考えれば裁判所の刑事裁判における判断に
用いられた証拠を弾劾裁判の証拠として流用でき

てしまう問題がある（Gerhardt【70】，pp. 46-
47）。弾劾手続において裁判所を活用してはなら
ない憲法上の根拠はない，との議論もある（Black 
and Bobbitt【66】，pp. 55-56）が，上院が他の憲
法上の機関から独立した判断を下すべきであると
すれば，証拠を流用するにしても票決を行う各上
院議員がその可否を判断すべきで，やはり問題の
ある手続と思われる。

Ｃ　小括
　連邦裁判官の任免については，任命において上
院司法委員会公聴会などによる裁判官候補者の調
査と情報の可視化，罷免において裁判官の懲戒，
弾劾への国民の参加可能性の保障など，裁判官に
対する一定の民主的統制を及ぼす制度的配慮がな
されている。他方で，上院司法委員会公聴会がイ
デオロギー闘争の場として過熱するという問題，
逆に裁判官の懲戒，弾劾が裁判官団主導で行われ
うることの問題も同時にある，ということがわか
る。これらのことからは，裁判官の任命と罷免双
方の手続において国民の裁判官に対する監視手段
がどうあるべきか，という問いを見出すことがで
きる。

（2）州裁判官の任免
Ａ　州裁判官の任命
（ⅰ）　任命の方法
　州裁判官の任命方法は，州によって異なってい
る。党派的選挙（partisan election），非党派的選
挙（nonpartisan election），任用制（merit selec-
tion），任命制（appointment）に大別される。選
挙制は，候補者の所属政党を明らかにするかどう
かで基本的には区別されるが，最初の任命にあた
っては党派的選挙を行うが，任期満了にあたって
はその裁判官を信任するかどうかの選挙を行う，
という信任選挙（retention election）を行う州も
ある。任用制は，州知事の任命により組織された
委員会が候補者リストを作成し，そこから知事が
裁判官を任命する。任命制は州知事あるいは州議
会が直接裁判官を任命する。それぞれの類型の中
にさらに小類型があったり，いくつかの類型を組
み合わせたり，といったことが行われている㉛。
　ただし州裁判官選挙について，州裁判官の任命
のうち少なくとも 3 分の 1 は欠員の補充としてま
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ず任命され，その後選挙を行う，とか，1980-95
年に行われた州最高裁裁判官選挙の 48％は対立
候補のない選挙だったとも言われる（Schotland

【84】，pp. 853-54）。任期は州及び裁判官種ごと
に異なり，ロード・アイランド州最高裁裁判官の
よ う に 終 身 制 の も の も あ る（Wilson【87】，
pp. 132-42；Schotland【83】，pp. 154-55）。

（ⅱ）　歴史的経緯
　歴史的には，独立前後の時期に立法部による任
命，連邦憲法制定前後の時期に州知事による任命
が多く採用された。その後，19 世紀に裁判官公
選制が多く導入されるようになったが，20 世紀
の革新主義時代には裁判官選挙の問題点が認識さ
れ，任用制（その先駆けとなったミズーリの例か
らミズーリ・プランとも呼ばれる）が導入される
ことになった（以上につき，浅香【2】，140-41頁；
木南【17】，103-22 頁；原口【43】，30-33 頁）。
　また，独立当初から現代に至るまで，裁判官の
任命方法は州憲法に規定することが通例である

（重村【24】，177-85 頁）。それは，主権者人民が
憲法制定により政府の権力抑制を目指す，いわゆ
る人民立憲主義（popular constitutionalism）的
な態度に由来する（木南【17】，107 頁）㉜，とか，
アンドリュー・ジャクスン（Andrew Jackson）
が合衆国大統領の時期（いわゆるジャクスニア
ン・デモクラシー期）に人民による統治，司法の
主権者人民に対する責任が強調された結果である

（田中【28】，349-57 頁），といったことがいわれる。
　また，多くの州が州民投票による憲法改正手続
を用意しているところ，裁判官選挙制を廃止して
任用制を採用するにあたっても州民投票が実施さ
れている（Hyde【74】），という点は，制度の民
主的正当性という観点から興味深い。というのも，
民主的な手続を通じて民主的な制度を廃止するこ
とにしたからである。アメリカには，権力分立を
通じた民主制の抑制を企図した合衆国憲法を主権
者である人民が定めた，という矛盾がある（川鍋

【13】，85-90 頁）が，それと同じ構図が，ここで
も見てとれる。

（ⅲ）　裁判官選挙制に伴う問題
　裁判官選挙制については，政治家の選挙の場合
と同様に，選挙の腐敗，あるいは不正に関する問

題が生じる。連邦裁判官任命について前述したの
と同様に，州裁判官任命に対してもイデオロギー
闘争，あるいは政治闘争の過熱が見られ，その結
果として裁判官選挙費用が増大し，また利益集団
により大量の資金が裁判官選挙に流入している。
たとえば，選挙費用の増大については，アラバマ
州で判決の争点をめぐって裁判官選挙が過熱した
結果選挙費用が 1986-96 年の 10 年間に 7.76 倍と
なったり，オハイオ州最高裁裁判官選挙では
1980 年には 10 万ドルの選挙費用だったのが 6 年
後には 280 万ドルに増加した（Champagne【67】，
pp. 1395-1398）。利益集団による大量の資金流入
については，2000 年のオハイオ州裁判官選挙で
ある利益集団が 300 万ドルを費やし，1996 年ネ
ブラスカ州最高裁裁判官信任選挙では 20 万ドル，
1998 年カリフォルニア州最高裁裁判官信任選挙
では 2 人の裁判官のために 200 万ドルが落選運動
を行なった利益集団により費やされ，また，1990
年フロリダ州最高裁長官選挙では長官の再任のた
めに 30 万ドルの資金が集められた（Champagne

【67】，pp. 1404-1406）。加えて，広告に対しても
利益集団により多額の費用が使われている。たと
えば，ミシガン州における企業及び医師会を母体
として，全米不法行為法改革協会（the Ameri-
can Tort Reform Association）という全国規模
の企業側の利益団体とも繋がりのある M-Law と
呼ばれる利益団体が，1996 年のミシガン州裁判
官選挙でテレビ広告に 31 万 1 千ドル，ラジオ広
告に 4 万 6 千ドルを費やしている（Champagne

【67】，pp. 1398-99）。
　これらのことから，裁判官選挙における選挙資
金規制が問題となる。アメリカでは，政治家の選
挙における資金規制とその合憲性について連邦最
高裁の判断がある。そこでは，特定候補者への寄
付ではなく，特定候補者からは独立して，法人の
一般会計から政党や団体などに選挙資金を拠出す
ることは政治的言論にあたり，修正 1 条に定める
言論の自由として保護され，それへの規制を厳格
審査の結果違憲無効と判断した㉝。
　これに対し，裁判官選挙については，選挙期間
の言論の自由について従来候補者の公正中立の観
点からなされていた規制を違憲とするなど，政治
家の選挙と同視する規律が判例によりなされてい
る㉞一方，異なる規律もなされている。それによ
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れば，特定団体から多額の寄付を受けた裁判官に
ついては，憲法上要請される裁判の適正過程に関
する先例に基づく客観的，合理的基準からみて，
偏見に基づいて判断する恐れがあり，その特定団
体関係者の関わる訴訟において裁判官忌避を求め
ることができる㉟。その場合，裁判所の判決に対
する特定団体関係者の影響力を実質的に削ぐこと
ができる。
　ケネディ裁判官執筆の法廷意見は，寄付行為を
もって必ずしも裁判官忌避を要求できるわけでは
なく，本判決の例外性を強調した㊱。しかし，ジ
ョン・ロバーツ（John Roberts）長官執筆の反対
意見㊲は，判断基準の不明瞭さなど 40 項目にわ
たる疑問点を挙げ，本件だけ例外的に裁判官忌避
を認めることはできない，とした。この点は，前
述した選挙資金規制違憲判決前夜とはいえ，その
採用した特定候補者への寄付と特定候補者とは独
立した政治団体への資金拠出との区別，という考
え方によらず，一定以上の金額を選挙で受けた者
がその資金を拠出した者を裁く，ということを法
廷意見は問題視した，と考えられる（Karlan【75】，
pp. 91-92）。

Ｂ　州裁判官の罷免
（ⅰ）　罷免の方法
　罷免の方法も州ごとに異なっている。前提とな
る勤務評定（法条文上の根拠がある場合もある）
について，信任選挙州の場合にはその結果が公表
され，一部の非党派的選挙州，多くの任命制州で
行われている。裁判官の振る舞いについては，州
の最終審裁判所が監視ないし調査し，あるいは独
立の委員会が組織されて調査の上懲戒あるいは除
籍を勧奨することがある。この場合，問題となっ
た裁判官は州の最終審裁判所に訴訟を提起する権
利がある。また，定年（retirement）については
強制的なものと勧奨的なものがあり，70-75 歳で
これを迎える。職務遂行不能，あるいは非違行為
を行なった裁判官は，弾劾，リコール，州議会決
議などにより罷免される（以上につき，浅香【2】，
144-45 頁；Wilson【87】，p. 142）㊳。

（ⅱ）　州民審査について㊴

　州民投票による罷免，すなわち州民審査制度
（州民が罷免を発案するものとしてのリコールと

は異なる。この点は後述する）は，州裁判官選挙
制の弊害に対する改革としての裁判官任用制とほ
ぼ一連のものとして導入された。20 世紀初頭の
革新主義及び工業化の進展した時代にあって，法
規や先例の形式的当てはめによるのではなく，そ
の時々の社会の求めに応じた適切な法的紛争の解
決を一つの目的とした法学者たち㊵からは，裁判
官選挙制がその敵視の対象だった。単にその執筆
する判決が保守的である（Pound【79】，p. 7），
というばかりではなくその資質が問題視された

（Hall【71】，pp. 40-42）。加えて，前述したよう
に伝統的に裁判官選挙では裁判官の公正中立の観
点から選挙活動が規制される結果，有権者が十分
に裁判官候補者の情報を得ることができないまま
投票せざるを得ず，そのことが有権者の裁判官に
対する関心を減じる結果にもつながってきた

（Hyde【73】，p. 763）。
　そのような文脈での任用制の導入は，裁判官の
資質の確保の目的を達成する一方で，公職を選挙
で選ぶべきだという民主的正当性の理念からはそ
の分遠ざからねばならなくなった。当時の当事者
たちは，そのことを受けとめてか，ミズーリ・プ
ラン導入前夜にあって，カリフォルニア州が任用
制に準じた任命制の採用とともに，従来の裁判官
リコール制に加えて定期的な州民審査制を導入し，
また，全米法曹協会は任用制とともに定期的な州
民審査を導入することを裁判官選挙制の代替案と
して決議した（田中【29】，389-91 頁；Hyde【73】，
pp. 763-64）。
　ミズーリ・プランでは，任用制にあたって，裁
判官，互選された法律家，知事の任命した一般市
民からなる候補者リスト作成委員会を組織した

（詳細については，田中【29】，391-92 頁；Hyde
【73】，p. 764）。複数の候補者のなかから州知事が
任命し，1 年の職務従事の後，直近の州議会議員
総選挙の際に行われる州民審査で罷免されなけれ
ば，通常の任期に入る（Hyde【73】，p. 764）㊶。
州知事は，選出された候補者から任命することに
なるが，その任命にあたっては，党派的なバラン
スを考慮することもあるようである（Hunter

【72】，p. 130）㊷。

Ｃ　小括
　州裁判官の任免をめぐっては，連邦裁判官の場
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合と比べてより直接的に，その民主的正当性を意
識した裁判官選挙制や，州民審査制が採用されて
いる。他方で，特に任命にあたっての裁判官選挙
制には，特定の利益団体に都合の良い，あるいは
裁判官としては資質に乏しい人物が裁判官に就任
してしまうことの問題も認識され，制度改革が行
われてきた。
　任用制がいまなお全国規模で統一的に実施され
ていないことは，なおアメリカの法伝統において，
裁判官に対する民主的統制が選挙以外によるので
は不十分である，との考えも根強いのではないか，
と推測される。ただ，前述した通り，選挙を行え
ば，裁判官についての情報が適切に人々に届き，
裁判官選任について適切な判断を人々が行えるわ
けではない，ということも確かである。この点に
ついて，ミズーリ・プランにおいて，まず任用の
ための委員会における候補者情報が，一般市民か
ら選ばれた委員には知らされるということはあっ
ても，どの程度の情報をどの時点で一般市民が得
ることができるのか，また，州民審査の段階で一
般市民はどの程度裁判官についての情報を得るこ
とができるのかなど，判然としない点もあった。
　また，州民審査制が裁判官リコール制，すなわ
ち本来の解職制と併存している，ということは日
本国憲法との重要な違いである。この点は，本来
の州民審査制は解職制とは異なりその補助手段の
位置づけだったことを考えると，日本国憲法にお
ける国民審査制も同様に解職制とは異なるものと
して解釈すべきだ，と一方では主張されうる。し
かしながら，解職制が日本国憲法上別途規定され
ているわけではないなかでの国民審査制であるの
で，従来の通説，判例のように国民審査制を解職
制を含むと解することには人民主権の観点から合
理性がある，とも言える。
　州民審査における情報発信と州民によるその収
集の現実，そして，州民審査制と解職制の併存と
その示唆についてはさらに今後調査を続けたい。

3．おわりに：�
日本国憲法をどう解釈すべきか

（1）�民主的責任と情報：アメリカの日本における
裁判官の選定罷免への示唆

　ここまで見てきたアメリカの裁判官任免のあり
方からは，日本における裁判官の選定罷免のあり
方を考える上で，いくつかの示唆を得ることがで
きると考える。まず，裁判官もなんらかの形で国
民に対して答責すべき公職である，という点であ
る。憲法理論の問題としては，裁判官が選挙され
ないゆえに違憲審査制は反民主的だ，とする議論
が続いてきた（Bickel【65】）。しかし，これに対
しては，違憲審査制による究極の少数者としての
個人の権利保護を最重要視する立憲主義の民主主
義に対する優位性が，アメリカの憲法理論を踏ま
えて日本の文脈についても議論されている（阪口

【20】）。この点については，憲法の制度的，実践
的な問題としては，裁判官が民主的答責性をまっ
たく顧慮しない存在ではない，ということが強調
されるべきである。むしろ，個人の権利保護を最
重要視するような判断を行う裁判官に対しても，
それが望ましいものとして民主的な審査を通じて
一般市民が信任することが，裁判官が違憲判断を
行う理論的正当性を裏付けることになる，とわた
しは考えている。もちろんそのことで，「個人の
権利保護を最重要視するような判断を行う裁判
官」を信任しない一般国民が多数になる危険を否
定はしない。しかし，そのような危険を顧みても，
なお，個人の権利保護を裁判官の独断によってし
か正当化できない事態は，司法の独裁というより
大きな危険を招く。
　わたしは，選挙によって裁判官を選ぶ，という
ことについては，憲法改正をも射程に入れた憲法
政策の問題としては一つの選択肢として考慮して
もよい，と考える。どのような制度を憲法で構築
するかについて，決定権を有するのは主権者人民
にほかならず，また，裁判官選挙制は人民主権の
原理にも合致するからである。
　裁判所は裁判する権力としての一定の民主的信
頼を歴史的には有している。人民の定めた日本国
憲法は，大日本帝国憲法から引き続いて司法権が
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裁判所に委ねられることを規定し，その運用が続
いてきた。特に，下級審の判決においては，裁判
官の独立を背景として優れた（憲法解釈を含む）
判断を展開するものがあった（樋口，山内，辻村，
蟻川【48】）し，刑事手続において優れた人権感
覚を発揮した裁判官もいた（木谷【16】）。これら
のことをみれば，しばしば日本では裁判官の独立
や刑事手続の保障が十分でないことについて強く
批判がなされるのは周知であるものの，そして人
民主権論ならば人民裁判が論理的には筋であるに
もかかわらず，裁判所が司法権を持つことはなお
信頼に値する。
　しかしながら，違憲審査をする権力については，
特に最高裁判所の合憲判断積極主義と政治過程に
対する過剰な敬譲によって，その民主的信頼が毀
損されるに至っていることが疑われている（川鍋

【15】，163 頁）。裁判官選挙制は，違憲審査権が
国民のために行使され，違憲審査制が民主的信頼
を勝ち取るためには，本当は必要なものと考える。
　しかし，いずれにせよ，日本国憲法は裁判官選
挙制度を採用してはいない。ただ，日本国憲法の
採用する最高裁裁判官の選定罷免制度はアメリカ
の任用制にやはり近似している㊸。制度趣旨とし
ては，日本の最高裁裁判官は任命にあたって法律
家および国民の視点からその資質について問題が
ないとみなされ，その職務を通じて国民に対して
責任を負い，必要の場合は罷免されねばならない。
　また，下級審裁判官については，一定の党派性
を持っていることのみをもって裁判官の資質が疑
われ，罷免や不信任につながるわけではない，と
いうことがある。連邦最高裁をはじめとする連邦
の裁判官の党派性を典型視することはできないし，
州における非党派的選挙制はその問題意識から出
ているものと考えられるが，一貫して問題となっ
ているのは，その党派性が裁判官の汚職や腐敗に
つながる場合に限られる。アメリカにもマッカー
シズム，レッド・パージの問題があったとはいえ，
日本の最高裁が裁判官再任問題などで裁判官の特
定の，党派性あるいはそれにすら満たない傾向性
の排除を図ってきたこと，その理由説明も不尽で
あったこととは対照的であるように見える。
　加えて，アメリカからの示唆として重要である
のは，裁判官に関する情報の流通である。この点
については，アメリカの場合には，任命にあたっ

ての公聴会にしろ，裁判官選挙における選挙運動
にしろ，むしろその過剰が問題となるべきだろう
が，日本の場合には，明らかに裁判官に関する情
報が少ない。本稿の観点からは，裁判官がその資
質と法解釈について，肯定するにせよ否定するに
せよ，国民から適切に評価がなされるべきである
と考えるが，国民は裁判官について判断する材料
を持たず，関心を払うことができない状態に置か
れている，と考える。
　さらに，実際には，これらのような事情は，1，
はじめに，で言及した国民審査制の「派生的機能」
と呼ばれる議論についても，十分に機能しえない
社会的条件として日本の状況の背後にはあるので
はないか。特に，任命の事後審査や最高裁裁判官
の地位の民主的正当化の機能を論じる場合に，こ
れらの事情から，そのような機能を読み込めるよ
うな制度の運用になっているようには思われない。

（2）民主的責任モデルへの転換の提案
　2000 年代初頭の司法制度改革では，法曹養成
制度としての法科大学院制度や裁判員裁判制度の
導入など，多岐にわたる改革がなされたが，裁判
官の選定についても改革がなされている（司法制
度改革審議会【25】；丸島【52】）。従来あった弁
護士任官制度の推進に加えて，下級裁判所の裁判
官については，アメリカの任用制に類似した機関
の設置が求められ，下級裁判所裁判官指名諮問委
員会が組織された（司法制度改革審議会【25】，
III，第 5，1.-2.；笹田【22】，49 頁）㊹。裁判官の
人事評価についても基準の客観化が求められ，裁
判官の人事評価に関する規則の制定へとつながっ
た（司法制度改革審議会【25】，III，第 5，3.；笹
田【22】，49-50 頁）㊺。なお，笹田【22】，52 頁は，
司法制度改革審議会【25】，第 5，2. において，
指名過程に国民の意思を反映させることとした趣
旨が十分に反映されていないとする。しかし，国
民の意思を厳密に解するならば，それは国民投票
を原則とすべきだが，日本国憲法 80 条 1 項はそ
れを予定していないし，笹田も理解しているよう
に，司法制度改革審議会【25】の趣旨は指名のた
めの情報の十分な収集である。委員会の構成など
の改善可能性はあるが，ここでの解釈の問題とし
て国民の意思の反映を厳密に捉えるべき理由はな
い。また，裁判は国民投票によるのではないのだ
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から，司法制度改革審議会【25】，IV，第 1 で裁
判員裁判を国民の司法参加として位置づけること
には違和感がある（たとえば，参照，柳瀬【61】）。
　その一方で，不十分に思われるのは裁判官の情
報公開，そして国民審査についてである。まず，
裁判官の情報公開について，たとえば，どのよう
な事件にどの裁判官が担当するか，といった情報
は，裁判所でも掲載している㊻が，裁判官の一覧
が一般市民の情報公開請求の結果㊼に頼られてい
たり，最高裁判決の法廷意見を典型に，どのよう
な裁判官がどのような判決を下したのか十分には
わからない状態が長年続いている。確かに，個別
の判決の事情によっては，プライヴァシー保護な
どの観点から公開すべきでない情報が存在しうる
ことは否定しないし，いわゆる調査官解説や法学
者による解説もあるが，それ自体判決の主旨を示
していることは保証されず，また，専門家向けの
ものであって，一般国民に馴染みのあるものでは
ない。国民にとって裁判官の情報が著しく調達し
にくく，わかりにくいものになっていることは明
らかである。裁判所には公的機関として，裁判官
について公開すべき個人情報，あるいは，たとえ
ばすでに裁判所ホームページ上では各種判例を検
索すると，裁判例情報の一つとして，判示事項と
裁判要旨が示され判決の要旨がまとめられるなど
の取り組みがすすめられている㊽ものの，重要判
決について裁判所あるいは意見を執筆した裁判官
の見解をよりわかりやすく要約したものをこれま
で以上に国民へ向けて積極的に情報発信，アウト
リーチしてほしい。
　さらに，このような情報公開に対する裁判所の
消極姿勢が，国民審査の不活性につながってい
る㊾。国民審査にあたっては，公報によりその略
歴や信条等が参考情報として付されるが，それが
どれだけ一般国民に届いているかということばか
りではなく，顔写真を載せるなどの対応すら司法
制度改革以後であった（西川【35】，第 5 章第 2 節）。
　この点についても議論されている（たとえば，
市川【4】；今関【5】；笹田【23】）が，日本では
最高裁裁判官のみが国民審査に付される，という
ことを考慮すると，国民審査にあたって最高裁裁
判官に対する公聴会を実施する制度を法律や規則
で定める，というのは一つの選択肢になるのでは
ないか。国民審査のための情報提供手段の具体化

として憲法は許容すると考えられる。政策的にも，
罷免の可否の段階で用いることで，任命の段階に
おける場合と比べてより具体的な裁判官の業績に
基づいて，イデオロギー闘争をアメリカと比べて
比較的抑制したかたちで証言を得ることができる
のではないかと考えられる。というのも，任命の
際にはまさしく党派的利益が主として関わり，任
命権者にとって都合のいい者を任命しようとする
ので闘争は激化すると考えられるが，罷免の場合
には，罷免したからといって代わりに任命権者に
とってより都合のいい者を必ずしも任命できるわ
けではないからである。そして特に日本の場合，
国民審査でイデオロギー闘争を展開してまで最高
裁裁判官を罷免しようとするインセンティヴは低
い，と考えられる。最高裁裁判官の構成は法曹三
者からバランスをとって選出する，あるいは最高
裁が内々に裁判官候補として推薦する慣例，また，
裁判所法㊿41 条に定める最高裁裁判官年齢及び資
格要件（特に 10 人は判事以上の裁判官とするこ
と）と憲法に定める最高裁裁判官の 70 歳定年制
という人事上の制約もあるからである。
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www.uscourts.gov/sites/default/files/reports_of_
the_proceedings_1988-03_0.pdf，pp. 40-42. 特別委員
会設置申立者については確認できなかった。

㉚　Rule XI Resolution, 1934 (73 CONG. REC.-S. 9016 
(May 17, 1934)); Impeachment Rules, 1986 (https://
www.senate.gov/about/resources/pdf/1986-senates-
impeachment-rules.pdf). 邦訳として，土屋【33】，
27-28 頁。

㉛　州最高裁については次の通り。党派的選挙州：アラ
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バマ，イリノイ，ルイジアナ，ニュー・メキシコ，ペ
ンシルヴェニア，テキサス，ウェスト・ヴァージニア

（7 州）。うち，アラバマ，ルイジアナ，テキサス，ウ
ェスト・ヴァージニアは再選を認める。また，イリノ
イ，ニュー・メキシコ，ペンシルヴェニアでは信任選
挙（retention election）を行う。
　非党派的選挙州：ジョージア，アイダホ，ミネソタ，
ネヴァダ，オハイオ，オレゴン，ワシントン，アーカ
ンソー，ケンタッキー，ミシガン，ミシシッピー，モ
ンタナ，ノース・キャロライナ，ノース・ダコタ，ウ
ィスコンシン（15 州）。
　任用制州：アリゾナ，フロリダ，カンザス，ネブラ
スカ，オクラホマ，ヴァーモント，コネティカット，
アイオワ，サウス・ダコタ，テネシー，ワイオミング，
アラスカ，コロラド，ハワイ，インディアナ，メリー
ランド，ユタ，デラウェア，ミズーリ，ロード・アイ
ランド（20 州）。
　任命制州：カリフォルニア，メイン，マサチューセ
ッツ，ニュー・ハンプシャー，ニュー・ジャージー，
ニュー・ヨーク（以上知事による任命），サウス・キ
ャロライナ，ヴァージニア（以上州議会による任命）

（8 州）。
　以上につき，Wilson【87】，pp. 132-42. また，2004
年時点で，全州裁判官のうち 89％が何らかの選挙に
より選ばれ，うち，州の最高裁判所，控訴裁判所等の
上訴裁判所裁判官の 60％，第 1 審裁判所裁判官の 80
％が対立候補の出現しうる選挙で選ばれる。信任選挙
のみの者は上訴裁判所の 26％，第 1 審裁判所の 9％で
ある。Schotland【85】，p. 1105；木南【17】，100 頁。

㉜　木南【17】，107 頁は，Kramer【76】などの理解を
踏まえながら，特に独立期前後，議会の専横への抑制
手段の一つとして，裁判所の独立が主権者邦民の定め
る憲法に位置づけられ，そのなかで裁判官の任命方法
も憲法に定められたと理解する。ただ，人民立憲主義
については，主権者人民が憲法制定を通じて権力を統
制すること，また憲法解釈をめぐる連邦最高裁に対す
る主権者合衆国人民の優位を念頭に置いた議論である
ことからすると，州憲法に規定するとはいえ州民が州
裁判所を選挙により直接統制することを通時的に射程
に入れた議論ではないようにも感じる。人民立憲主義
については，参照，川鍋【13】，第 3 章。

㉝　Citizens United v. Federal Election Commission, 
558 U. S. 110 (2010). この判旨に対しては，たとえば
Post【78】は，本判決までの歴史的経緯を踏まえて，
判決が選挙不正の禁止の根拠であり，修正 1 条の言論
の自由も前提とする選挙の統一性（electoral integ-
rity）が多額の企業献金により侵害されるという観点
を無視していると批判する。

㉞　Republican Party of Minnesota v. White, 535 U. S. 
765 (2002); Williams-Yulee v. Florida Bar, 575 U. S. 

433 (2015). 前者について，重村【24】，187-88 頁；原
口【43】，37-39 頁；Karlan【75】，pp. 85-89. 後者に
ついて，重村【24】，188-91 頁。もっとも，連邦最高
裁が当初から一貫してそのような態度をとっていたわ
けではない，との指摘もある。Karlan【75】，pp. 82- 
83 は，ルイジアナ州最高裁裁判官選挙において人口
比例の原則を満たさない選挙区選挙を行うことの合憲
性を Wells v. Edwards, 409 U. S. 1095 (1973) の法廷意
見（匿名判決per curiam，法廷意見は省略されている）
が承認したことに対するバイロン・ホワイト（Byron 
White）裁判官反対意見（id., 1095-98，ダグラス，及
びサーグッド・マーシャル（Thurgood Marshall）裁
判官が同調）を取り上げ，連邦最高裁は裁判官選挙と
他の選挙との違いを従来は認めていた，とする。この
点については浅香【2】，142 頁；同頁註 12 も参照。

㉟　Caperton v. A. T. Massey Coal Co., 556 U. S. 868, 
876-882, 884 (2009). また，参照，原口【43】，52-60頁；
原口【44】。

㊱　Caperton v. A. T. Massey Coal Co., supra note (36), 
884.

㊲　Id., 890 (Roberts C. J. dissenting). アントニン・ス
カリア（Antonin Scalia），クラレンス・トマス（Clar-
ence Thomas）， サ ミ ュ エ ル・ ア リ ー ト（Samuel 
Alito）各裁判官が同調した。

㊳　また，州における近時の住民参加型裁判官懲戒制度
について参照，土屋【33】，第 4 章。

㊴　以下については，やや古いものの，比較的少ない州
民審査に関する国内外の文献の中で日本の国民審査と
の対照も念頭においたなお重要な研究業績であるため，
特に田中【29】の参考文献を参照した。ただ，書誌情
報の詳細がわからないものもあり，本稿でも引用した
引用文献の頁数等の書誌情報はそれとはずれている。

㊵　ここで念頭に置いているのは，社会学的法学，プラ
グマティズム法学，あるいはリアリズム法学といった
概念で紹介されてきた裁判官，法学者たちである。こ
れらの分類については，川鍋【14】，684 頁脚註 160
所掲の参考文献を参照。

㊶　現在もこの制度は維持されている。MO. CONST art. 
V, §25(a); id., (b).

㊷　ただ，選考に関わる当事者としてはそのような党派
的配慮を行わなくとも裁判官の資質には問題ない，と
する。

㊸　田中【29】は，日米の実践上の乖離を指摘しつつ
（435 頁），日本国憲法 79 条の歴史的文脈に州民審査
を位置付ける（405 頁）。また，フット【30】，88-94
頁も参照。

㊹　規則としては，下級裁判所裁判官指名委員会規則
（最高裁判所規則第 6 号，2003 年）が制定されている。
もっとも弁護士任官については，以前から再活用が進
められていたとされる。兼子，竹下【12】，230 頁註 2
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（233-35 頁）。
㊺　規則としては，裁判官の人事評価に関する規則（最

高裁判所規則第 1 号，2004 年）が制定されている。
㊻　たとえば，https://www.courts.go.jp/tokyo/saiban/

tanto/index.html.
㊼　その集積として，参照，https://www.yamanaka-

law.jp/cont11/main.html. また，この資料を活用した
研究として，参照，西川【36】。

㊽　https://www.courts.go.jp/index.html.
㊾　司法制度改革審議会【25】においても，この点は十

分な提案がなされなかった。参照，笹田【22】，22 頁。
㊿　1947 年法律第 59 号。
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††　本稿の査読・掲載決定後に，内閣府「家族の法制

に関する世論調査」（2021 年 12 月～ 2022 年 1 月実施）
に接した。https://survey.gov-online.go.jp/r03/r03-ka 
zoku/index.html この調査について，過去の内閣府の
選択的夫婦別氏制度に関する調査とは異なり，いわゆ
る通称使用の法制化を選択肢として新たに追加した結
果，現在の夫婦同氏制への支持が全体の 27％，同氏
制を維持したうえで通称使用を法制化すべきとするの
が 42％，選択的夫婦別氏制の導入への支持が 29％と
なった。過去の調査と異なるため単純比較はできない
が現状の夫婦同氏制を変更すべきと考える人々はなお
多い，と考えられる。
†††　本稿査読・掲載決定後に，憲法上の中絶する権利

を承認したロー対ウェイド連邦最高裁判決（Roe v. 
Wade, 410U.S.113（1973））を正面から判例変更する，
中絶する権利を否定する判決が下された。Dobbs v. 
Jackson Women’s Health Organization, 597U.S ____ 

（2022）
††††　本稿出版直前の 2022 年 8 月 1 日，川岸令和先生

が逝去された。これまでのわたしの研究に，陰に陽に
ご支援下さった先生の霊前に本稿を捧げたい。
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